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２ 区の取組みの検証結果一覧（地域推進計画 2015 掲載事業一覧） 

※評価欄・・・◎：深掘り実施、深掘り実施済（完了）  ○：実施、実施済（完了）  △：一部実施、実施後廃止  ×：未実施 

基本方針/施策/事業 概 要 計画期間（H27～)中の実績/成果 課 題 評価 

基本方針１ 消費するエネルギーを減らす 

  1-1 家庭における温暖化対策行動の推進 

    1 家庭や団体で取り組む省エネ活動  △ 

      ◇省エネナビの貸出し  電化製品のエネルギー使用量や

CO2 排出量が確認できる機器を貸出 

◇貸出し件数 0 

※H27 年度事業終了 

◇家庭における省エネ推進に関する

意識啓発や具体的な手段について再

検討が必要 

△ 

      ◇エコ・アクション・

ポイント付与事業 

 環境に関するイベントや講演会に

参加した方にポイントを付与する。

参加者は付与されたポイントを登録

することでポイント数に応じた商品

に交換できるシステム。環境省が推

進する「エコ・アクション・ポイン

ト」を付与 

◇ポイント付与実績 

H27 年度：215,000 ポイント（うち登録実績 29,300 ポ

イント） 

H28 年度：248,700 ポイント（うち登録実績 21,500 ポ

イント） 

H29 年度：187,380 ポイント（うち登録実績 26,680 ポ

イント） 

※H29 年度事業終了 

 29 年度に運営事業者が事業終了に向けサービスを

縮小する旨判明した。自治体参加者が本区のみとな

り、本区における利用も付与実績に対する登録実績が

10%前後と低調であったため参加終了とした。 

◇エコ・アクション・ポイントの付

与がイベント等への参加促進や家庭

における省エネ活動にどの程度寄与

したか等の効果測定が困難 

◇ポイント付与の有無に関わらず、

イベント参加者数は大きな変化はな

く、効果は限定的である可能性があ

る。 

◇家庭における省エネ推進に関する

意識啓発や具体的な手段について再

検討が必要 

△ 

      ◇家庭向け省エネ診断

の推進 

 東京都が実施する「家庭の省エネ

アドバイザー制度」を活用し、省エ

ネルギー診断の受診を促進 

◇受診件数 

 H29 年度：1件 

 H30 年度：1件 

◇家庭における省エネ推進に関する

意識啓発や具体的な手段について再

検討が必要 

○ 

    2 区民・事業者に対する新エネルギー・省エネルギー機器の導入支援 ◎ 

      ◇事業者向けの助成制

度の運用及び情報の配

信 

 区内の事業所ビルにおける省エネ

ルギー改修の費用の一部を助成 

◇グリーンストック作戦により、着実に事業所の省エ

ネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：15 件  9,221,000 円 

 H29 年度：26 件 12,140,000 円 

 H30 年度：20 件 11,162,000 円 

◇CO2 削減量：382.01ｔ 

◇ニュースレター配信 

年 7回程度 約 240 事業所/回 

◇既築建築物の省エネ改修に関する調査を実施し、省

エネ改修に関する事業者の動機や懸念等を把握 

◇区内気築建築物のエネルギー消費量等のデータベー

スを順次構築 

◇既築建築物の低炭素化を一層推進

する必要がある。 

◇事業者による設備更新の際、環境

配慮よりもコストを優先する傾向が

強いことへの対応の検討が必要 

◇テナントビルでは、大規模な設備

更新を行う場合はテナントとの調整

が困難であるとの意見があり、既存

テナントビルの低炭素化推進策を強

化する必要がある。 

◎ 
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      ◇家庭向けの助成制度

の運用及び情報の配信 

 区内の住宅における省エネルギー

改修の費用の一部を助成 

◇グリーンストック作戦により、着実に家庭の省エネ

が進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

H28 年度：223 件 14,961,000 円 

H29 年度：172 件 12,366,000 円 

H30 年度： 75 件  5,920,000 円 

◇CO2 削減量：85.76ｔ 

◇助成件数は減少しているが、LED 照明の助成率を引

き上げた結果、令和元年度は LED 改修件数が増え CO2

削減量は増加傾向 

◇LED 改修は特に省エネ効果が高く、

他の設備更新に比して投資回収が容

易であるため、より効果的な制度利

用促進が必要 

◇新たに供給されたマンションはも

ともと省エネ性能が高いため、今後

は家庭向け省エネ改修の需要が減少

する可能性がある。一方で、千代田

区は一世帯当たりの人数が少なく一

人当たりのエネルギー消費量が高い

傾向があるため、少人数又は単身世

帯向けの省エネ策を検討する必要が

ある。 

◎ 

      ◇マンション向けの助

成制度の運用及び情報

の配信 

 区内のマンション共用部における

省エネルギー改修の費用の一部を助

成 

◇グリーンストック作戦により、着実にマンションの

省エネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：13 件 7,297,000 円 

 H29 年度：14 件 4,534,000 円 

 H30 年度：14 件 7,213,000 円 

◇CO2 削減量：331.9ｔ 

◇LED 照明の助成率を引き上げた結果、令和元年度は

LED 改修件数が増え CO2 削減量は増加傾向 

◇LED 改修は特に省エネ効果が高く、

他の設備更新に比して投資回収が容

易であるため、より効果的な制度利

用促進が必要 

○ 

  1-2 事業所における温暖化対策行動の推進 

    3 （仮称）環境事前協議制度の創設 ○ 

      ◇千代田区建築物環境

計画書制度、事前協議

制度の創設、低炭素建

築物助成 

◇建築物環境計画書制度、事前協議

制度 

 延べ床面積 300 ㎡以上の新築また

は増改築に際し、省エネ基準よりも

35％以上省エネになるよう努力して

もらうため建築確認の 30 日前まで

に建築物環境計画書の提出を促すと

ともに、提出に際しては省エネの取

組みついて複数回の協議を行い、一

層の省エネ建築に努めてもらってい

る。 

◇低炭素建築物助成 

 建築物環境計画書において、省エ

ネ基準よりも 35％(住宅は 20％）以

上の省エネを達成した建物について

◇省エネ基準より 35％（住宅は 20％）以上の省エネ

を達成した建築物はまだわずかではあるが、事前協議

制度により、着実に省エネが図られ、CO2 排出量削減

に大きく寄与している。 

◇建築物環境計画書件数（延床 300～5000 ㎡以下） 

H30 年度：63 件 H29 年度：71 件 H28 年度：34 件 

◇大規模特定建築物環境評価書件数（延床 5000 ㎡

超）⇒東京都に届出だが、区にも提出 

H30 年度：8件 H29 年度：14 件 H28 年度：13 件 

◇事前協議物件数 

H30 年度：111 件 H29 年度：156 件 H28 年度：60 件 

◇助成金申請件数 

H30 年度:3 件、H29 年度：2件、H28 年度：1件 

◇助成金額 

H29 年度：1件   8,000,000 円 

◇区内の CO2 排出量削減を加速させ

るためには、今後、目標（▲35％以

上等）の引き上げ及び目標達成物件

数の増加が必要である。ただし、現

時点では制度の理解促進と定着を図

るとともに、現在の努力目標水準を

達成する物件を着実に増加させてい

く必要がある。 

○ 
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は低炭素建築物助成の対象とし、工

事完了後に、CO2 削減量 1t 当たり

25 万円、上限 1,000 万円までの助

成金を交付することとしている。 

H30 年度：3件 16,000,000 円 

◇建築物環境計画書制度による CO2 削減量：19,269ｔ

（H28～30） 

    4 千代田区温暖化配慮行動計画書制度 ○ 

      ◇温暖化配慮行動計画

書制度 

 事業所が実施している環境活動、

従業員の環境教育及び地域貢献等の

取組みを報告してもらい、先進性、

創意・工夫、波及性、持続性等を考

慮して他の模範となる優良な取組み

をしている事業者を表彰している。

また事例集を作成し、優良な取組み

の普及を図る。報告書の提出事業所

名等は区 HP で公表している。 

・義務提出：従業員数 300 人以上  

・任意提出：従業員数 300 人未満 

◇計画書提出件数は増加傾向にあり、制度の理解、定

着が進んでいる。 

◇表彰制度や事例集による被表彰者の取組みの紹介

が、事業者の励みになるとともに企業イメージの向上

等に寄与し、さらなる環境配慮活動の推進につながっ

ている例がある。 

◇計画書提出件数 

 H27 年度：義務 218 件、任意 30 件 

 H28 年度：義務 223 件、任意 24 件 

 H29 年度：義務 229 件、任意 35 件 

 H30 年度：義務 234 件、任意 38 件 

◇表彰制度 

 毎年 3～10 事業所を表彰 

◇温暖化配慮行動事例集:毎年 3000 部発行 

◇事例集による取組み事例の紹介

は、環境意識の啓発に寄与している

と思われるが、実際の活動につなが

っているか否かが把握できていな

い。 

○ 

    5 自主行動計画書の作成支援 ○ 

      ◇自主行動計画書の作

成支援 

 エネルギー消費量の多い大学や病

院、ホテル等を中心に、自主的な温

暖化対策を図るため、「自主行動計

画」の作成を促進する。 

◇区内の 11 大学のうち 8大学で作成済 

東京家政学院、大妻学院、日本大学、専修大学、法政

大学、明治大学、二松学舎大学、（※東京電機大学） 

※移転により区外に転出  

○基本理念、環境方針、行動計画、エネルギー使用、

具体的な取組み、推進体制等を含んだ計画を各大学で

作成 

  ○ 

    6 省エネ法の届出と定期報告の受付事務 ○ 

      ◇省エネ法の届出と定

期報告の受付 

「エネルギーの使用の合理化に関す

る法律（省エネ法）」に基づき、新

築、増改築及び一定規模以上の改修

を行う建物主が、省エネ措置の届出

及び維持保全状況を所管行政庁へ届

け出ることで、建物の低炭素化を促

進します。 

◇省エネ法の届出により、着実に建物の省エネが進ん

でいる。 

◇省エネ届出件数 

H27 年度：136 件（内定期報告件数 42 件） 

H28 年度：161 件（内定期報告件数 32 件） 

H29 年度：70 件 

H30 年度：62 件 

※H28 年の法改正により、H29 年度より省エネ法の定

期報告は廃止 

  ○ 
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    7 グリーンストック作戦【業務版】（既存建物の低炭素化） ◎ 

      ◇中小事業所向け省エ

ネ診断 

東京都地球温暖化防止活動推進セン

ターの調査員が申請者の建物を訪問

して調査やヒアリングを行い、設備

の使い方の改善や設備改修の提案を

行う。事業者に対する省エネ改修助

成は、省エネ診断報告書の設備改修

提案に基づく改修を行った事業者に

対して行っている。 

◇千代田区は、東京都地球温暖化防止活動推進センタ

ーによる省エネ診断実施件数が最も多く、この制度を

積極的に利用して、既築建築物の省エネを推進するこ

とができている。 

◇省エネ診断結果のうち運用改善に関する提案は、コ

ストをかけずに取組みことができることもあり、事業

者の取組みの推進に寄与している。 

◇省エネ診断件数 

 H30 年度：43 件、H29 年度：62 件、 

H28 年度：35 件、H27 年度：11 件 

◇東京都地球温暖化防止活動推進セ

ンターによる省エネ診断の活用が進

んでおり、診断の実施に時間がかか

る（2か月待ちなど）ため、省エネ診

断の受診そのものを敬遠し、省エネ

機器の導入に繋がらない例が見受け

られる。（すぐに改修したい事業主に

対応できない例がある。） 

◇省エネ診断の結果提案される設備

改修の対象機器は、環境性能が高い

ものであるため、事業者のコストダ

ウンのニーズに合わないケースが見

受けられる。 

◎ 

      ◇事業者向けの助成制

度の運用及び情報の配

信【再掲】 

 区内の事業所ビルにおける省エネ

ルギー改修の費用の一部を助成 

◇グリーンストック作戦により、着実に事業所の省エ

ネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：15 件  9,221,000 円 

H29 年度：26 件 12,140,000 円 

H30 年度：20 件 11,162,000 円 

◇CO2 削減量：382.01ｔ 

◇ニュースレター配信 

年 7回程度 約 240 事業所/回 

◇既築建築物の省エネ改修に関する調査を実施し、省

エネ改修に関する事業者の動機や懸念等を把握◇区内

気築建築物のエネルギー消費量等のデータベースを順

次構築 

◇既築建築物の低炭素化を一層推進

する必要がある。 

◇事業者による設備更新の際、環境

配慮よりもコストを優先する傾向が

強いことへの対応の検討が必要 

◇テナントビルでは、大規模な設備

更新を行う場合はテナントとの調整

が困難であるとの意見があり、既存

テナントビルの低炭素化推進策を強

化する必要がある。 

◎ 
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    8 区有施設の省エネ化推進 ○ 

      ◇地球温暖化対策実行

計画（事務事業編）に

よる省エネ化推進 

 区の事務事業に関し、自ら率先し

て温暖化対策に取り組むため、実行

計画（事務事業編）を策定してい

る。 

 現行の第 4次実行計画は、平成

30 年 3 月に策定し、令和 4年度ま

でに平成 27 年度比で CO2 排出量を

33.3％（4,081t）削減することを目

標に掲げ、4つの削減シナリオを設

定している。 

◇削減シナリオ 

１ 区有施設・設備等における省エ

ネルギー等の推進（1,204t） 

２ 庁舎・施設管理における省エネ

ルギー等の推進（814t） 

３ 低炭素エネルギー供給の導入拡

大（2,063t） 

４ その他の削減対策の推進（－） 

  地方からの再生可能エネルギー

由来の電力調達に関する調査など 

◇第 3次実行計画（事務事業編）に基づく CO2 排出量

削減量 

基準年度：H22 年度 排出量：14,436ｔ 

計画目標：H29 年度に 10,278ｔ以下（▲4,776ｔ、▲

28.8％） 

実績：H29 年度 排出量：11,703ｔ（▲2,734t、▲

18.9％） 

 

◇第 4次実行計画（事務事業編）に基づく取組み 

・「区有施設の新築等における環境・温暖化対策ガイ

ドライン」に基づく施設整備の継続 

【例】 

《H28 麹町保育園》LED 照明、太陽光発電設備（3ｋW)

全熱交換機、コージェネレーション（9.9ｋW)、断熱

吹付及び Low-E ガラス、雨水利用、地中熱利用、屋上

緑化 

《H28 区営東松下町住宅》LED 照明、太陽光発電設備

（5ｋW)全熱交換機、断熱吹付及び Low-E ガラス、雨

水利用 

《H30 九段小学校》LED 照明、太陽光発電、全熱交換

機、コージェネレーション、断熱吹付及び Low-E ガラ

ス、雨水利用 

・施設の特性に応じた CO2 排出量削減目標管理開始

（R元年度） 

・R2 年度よりエコチューニング実施予定（2施設） 

・低炭素エネルギー（排出係数の低い電力）の導入拡

大（H30 年度から） 

・街路灯の LED 化の推進（H30 年度から） 

・森林整備協定に基づくカーボンオフセットの継続 

◇第 4次事項計画（事務事業編）では、低炭素エネル

ギーの導入拡大による CO2 削減効果が大きい。その他

の事業もおおむね順調に進捗している。 

◇街路灯の LED 化を加速させる必要

がある。 

◇地方からの再生可能エネルギー由

来の電力調達に当たり排出係数が高

い場合があり、必ずしも区有施設の

CO2 排出量削減に寄与しない。 

○ 
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  1-3 地域交通の低炭素化の推進 

    9 コミュニティサイクルの推進 ○ 

      ◇コミュニティサイク

ル事業 

 エリア内に複数のサイクルポート

（自転車を貸出・返却する場所）を

設置し、各サイクルポートであれば

どこでも自転車を利用（貸出・返

却）できる、自転車の共同利用サー

ビス。 

 回遊性の創出による街の魅力向

上、地域・観光の活性化、放置自転

車等対策をはじめ、自動車から自転

車への転換による CO2 排出量の削

減、環境意識の向上、健康増進など

幅広い効果を得ることを目指してい

る。 

◇平成 28 年 2月 1日から、 4 区(千代田区・中央

区・港区・江東区)における自転車相互乗り入れの広

域実験を開始し、平成 28 年 10 月に新宿区、平成 29

年 1月に文京区、平成 29 年 10 月に渋谷区、平成 30

年 4月に品川区・大田区、平成 31 年 1月に目黒区が

試行を開始し、10 区で相互乗り入れを行っている。 

◇サイクルポート設置箇所増や相互乗り入れの拡大に

伴い利用回数も増加し定着してきている。 

◇サイクルポート数（利用回数） 

 H27 年度：46 箇所（189,727 回） 

 H28 年度：57 箇所（401,774 回） 

 H29 年度：62 箇所（725,365 回） 

 H30 年度：81 箇所（1,133,127 回、累計：

2,498,004 回） 

◇区内各ポートへのバランスよい自転車の再配置に向

け、令和元年に自転車再配置拠点を整備した。 

◇令和元年度に整備した自転車再配

置拠点の効果を注視していく必要が

ある。 

○ 

    10 公用車へのエコカー（水素自動車）の導入 ○ 

      ◇公用車へのエコカー

（水素自動車）導入 

 公用車に水素自動車を導入し、区

の事務事業で活用するほか、水素燃

料の普及の一環として、イベント等

で乗車会などを行っている。 

◇H27 年度、水素自動車（1台）を導入 

◇平成 30 年度現在、7台の庁有車を低 CO2 車（ハイ

ブリット<リース>）で運用 

◇公務における車両使用による CO2 排出量削減に寄与

している。 

◇環境まつり等のイベントにおいて水素自動車の乗車

会を実施しており、水素自動車を知り、触れる機会を

設けている。（乗車のみ。運転不可） 

◇令和元年度中に外部給電機を購入し、電気自動車や

水素自動車の有用性を PR していく予定 

◇水素ステーションの整備と水素自

動車の普及を同時行っていく必要が

あるが、広域的な対応も必要であ

り、今後東京都等との連携を図る必

要がある。 

○ 

    11 グリーン物流システムの運用促進 △ 

      ◇グリーン物流システ

ムの運用促進 

 地球温暖化対策及び地域交通環境

の改善を目的に、区外から区内へ流

入する貨物車両の共同化など、物流

を効率化するシステムを検討する。 

◇H22 年度～H24 年度大丸有・神田地区内で実施へ向

けて地域と検討をしたが、参加事業者が少なく取組み

に広がりがなかったため本格実施に至らなかった。 

◇区内を走行する車両が減少傾向に

あること、自動車の環境性能が向上

していることなどから、地域交通に

おける低炭素化の推進策として、貨

物車両の共同化の優先度などについ

て改めて検討することが必要。 

△ 
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    12 環境保全意識周知（エコドライブ） ○ 

      ◇エコドライブの普及

啓発 

 急発進や急加速の少ない無駄のな

い運転方法（エコドライブ）を区民

や事業者に対して普及啓発し、自動

車の運転における燃費改善を促進す

る。 

◇区職員向けにエコドライブ講習会を実施。 

 H27 年度 18 名 

 H28 年度 19 名 

 H29 年度 22 名 

 H30 年度 18 名 

◇区職員向けの普及啓発は行った

が、区民や事業者に対する普及啓発

を検討していく必要がある。 

○ 

基本方針２ 区内でクリーンなエネルギーを「創る」 

  2-1 再生可能エネルギーの導入促進 

    13 地域エネルギーデザインの策定・運用 ○ 

      ◇地域エネルギーデザ

インの策定・運用 

 千代田区におけるエネルギーのポ

テンシャルや地域特性を調査し、地

域にあったエネルギー活用の方向性

を示すとともに、未利用エネルギー

の創出などについても検討し、「エ

ネルギー利用による CO2 排出ゼロ」

を推進する。 

◇H29 年度までに区内の地域ごとのエネルギー消費や

建物熱負荷の状況、未利用エネルギーとしての地中

熱、下水熱、河川水熱、ビル排熱、地下鉄排熱等の分

布や地区ごとの利活用の可能性について調査・検討を

行った。 

◇H30 年度は、建築物環境計画書制度の事前協議制度

における調査結果の活用方法について検討を行った。 

◇未利用エネルギーの中には、利活

用の高いものもあるが、法規制によ

り利用が困難なもの、利害関係者と

の調整が必要なもの、技術革新を待

たなければならないものが多く、直

ちに利用可能なものが少ない。 

◇未利用エネルギーの活用に向けた

具体的な手法の研究が必要。 

◇研究成果を今後の都市づくりにつ

なげていくガイドライン等の検討が

必要。 

○ 

    14 区民・事業者に対する新エネルギー・省エネルギー機器の導入支援（1-1 の再掲） ◎ 

      ◇中小事業所向け省エ

ネ診断【再掲】 

 東京都地球温暖化防止活動推進セ

ンターの調査員が申請者の建物を訪

問して調査やヒアリングを行い、設

備の使い方の改善や設備改修の提案

を行う。事業者に対する省エネ改修

助成は、省エネ診断報告書の設備改

修提案に基づく改修を行った事業者

に対して行っている。 

◇千代田区は、東京都地球温暖化防止活動推進センタ

ーによる省エネ診断実施件数が最も多く、この制度を

積極的に利用して、既築建築物の省エネを推進するこ

とができている。 

◇省エネ診断結果のうち運用改善に関する提案は、コ

ストをかけずに取組みことができることもあり、事業

者の取組みの推進に寄与している。 

◇省エネ診断件数 

 H30 年度：43 件、H29 年度：62 件、 

H28 年度：35 件、H27 年度：11 件 

◇東京都地球温暖化防止活動推進セ

ンターによる省エネ診断の活用が進

んでおり、診断の実施に時間がかか

る（2か月待ちなど）ため、省エネ診

断の受診そのものを敬遠し、省エネ

機器の導入に繋がらない例が見受け

られる。（すぐに改修したい事業主に

対応できない例がある。） 

◇省エネ診断の結果提案される設備

改修の対象機器は、環境性能が高い

ものであるため、事業者のコストダ

ウンのニーズに合わないケースが見

受けられる。 

◎ 
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      ◇事業者向けの助成制

度の運用及び情報の配

信【再掲】 

 区内の事業所ビルにおける省エネ

ルギー改修の費用の一部を助成 

◇グリーンストック作戦により、着実に事業所の省エ

ネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：15 件   9,221,000 円 

 H29 年度：26 件 12,140,000 円 

 H30 年度：20 件 11,162,000 円 

◇CO2 削減量：382.01ｔ 

◇ニュースレター配信 

 年 7 回程度 約 240 事業所/回 

◇既築建築物の省エネ改修に関する調査を実施し、省

エネ改修に関する事業者の動機や懸念等を把握 

◇区内気築建築物のエネルギー消費量等のデータベー

スを順次構築 

◇既築建築物の低炭素化を一層推進

する必要がある。 

◇事業者による設備更新の際、環境

配慮よりもコストを優先する傾向が

強いことへの対応の検討が必要 

◇テナントビルでは、大規模な設備

更新を行う場合はテナントとの調整

が困難であるとの意見があり、既存

テナントビルの低炭素化推進策を強

化する必要がある。 

◎ 

      ◇家庭向けの助成制度

の運用及び情報の配信

【再掲】 

 区内の住宅における省エネルギー

改修の費用の一部を助成 

◇グリーンストック作戦により、着実に家庭の省エネ

が進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：223 件 14,961,000 円 

 H29 年度：172 件 12,366,000 円 

 H30 年度： 75 件  5,920,000 円 

◇CO2 削減量：85.76ｔ 

◇助成件数は減少しているが、LED 照明の助成率を引

き上げた結果、令和元年度は LED 改修件数が増え CO2

削減量は増加傾向 

 

◇LED 改修は特に省エネ効果が高く、

他の設備更新に比して投資回収が容

易であるため、より効果的な制度利

用促進が必要 

◇新たに供給されたマンションはも

ともと省エネ性能が高いため、今後

は家庭向け省エネ改修の需要が減少

する可能性がある。一方で、千代田

区は一世帯当たりの人数が少なく一

人当たりのエネルギー消費量が高い

傾向があるため、少人数又は単身世

帯向けの省エネ策を検討する必要が

ある。 

◎ 

      ◇マンション向けの助

成制度の運用及び情報

の配信【再掲】 

 区内のマンション共用部における

省エネルギー改修の費用の一部を助

成 

◇グリーンストック作戦により、着実にマンションの

省エネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：13 件 7,297,000 円 

 H29 年度：14 件 4,534,000 円 

 H30 年度：14 件 7,213,000 円 

◇CO2 削減量：331.9ｔ 

◇LED 照明の助成率を引き上げた結果、令和元年度は

LED 改修件数が増え CO2 削減量は増加傾向 

◇LED 改修は特に省エネ効果が高く、

他の設備更新に比して投資回収が容

易であるため、より効果的な制度利

用促進が必要 

○ 
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    15 区有施設に対する太陽光発電等の導入促進 ○ 

      ◇地球温暖化対策実行

計画（事務事業編）に

よる省エネ化推進【再

掲】 

 区の事務事業に関し、自ら率先し

て温暖化対策に取り組むため、実行

計画（事務事業編）を策定してい

る。 

 現行の第 4次実行計画は、平成

30 年 3 月に策定し、令和 4年度ま

でに平成 27 年度比で CO2 排出量を

33.3％（4,081t）削減することを目

標に掲げ、4つの削減シナリオを設

定している。 

◇削減シナリオ 

１ 区有施設・設備等における省エ

ネルギー等の推進（1,204t） 

２ 庁舎・施設管理における省エネ

ルギー等の推進（814t） 

３ 低炭素エネルギー供給の導入拡

大（2,063t） 

４ その他の削減対策の推進（－） 

  地方からの再生可能エネルギー

由来の電力調達に関する調査など 

◇第 3次実行計画（事務事業編）に基づく CO2 排出量

削減量 

 基準年度：H22 年度 排出量：14,436ｔ 

 計画目標：H29 年度に 10,278ｔ以下（▲4,776ｔ、

▲28.8％） 

 実績：H29 年度 排出量：11,703ｔ（▲2,734t、▲

18.9％） 

 

◇第 4次実行計画（事務事業編）に基づく取組み 

・「区有施設の新築等における環境・温暖化対策ガイ

ドライン」に基づく施設整備の継続 

【例】 

《H28 麹町保育園》LED 照明、太陽光発電設備（3ｋW)

全熱交換機、コージェネレーション（9.9ｋW)、断熱

吹付及び Low-E ガラス、雨水利用、地中熱利用、屋上

緑化 

《H28 区営東松下町住宅》LED 照明、太陽光発電設備

（5ｋW)全熱交換機、断熱吹付及び Low-E ガラス、雨

水利用 

《H30 九段小学校》LED 照明、太陽光発電、全熱交換

機、コージェネレーション、断熱吹付及び Low-E ガラ

ス、雨水利用 

・施設の特性に応じた CO2 排出量削減目標管理開始

（R元年度） 

・R2 年度よりエコチューニング実施予定（2施設） 

・低炭素エネルギー（排出係数の低い電力）の導入拡

大（H30 年度から） 

・街路灯の LED 化の推進（H30 年度から） 

・森林整備協定に基づくカーボンオフセットの継続 

◇第 4次事項計画（事務事業編）では、低炭素エネル

ギーの導入拡大による CO2 削減効果が大きい。その他

の事業もおおむね順調に進捗している。 

◇街路灯の LED 化を加速させる必要

がある。 

◇地方からの再生可能エネルギー由

来の電力調達に当たり排出係数が高

い場合があり、必ずしも区有施設の

CO2 排出量削減に寄与しない。 

○ 
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  2-2 未利用エネルギーの活用促進 

    16 地域エネルギーデザインの策定・運用（2-1 の再掲） ○ 

      ◇地域エネルギーデザ

インの策定・運用【再

掲】 

 千代田区におけるエネルギーのポ

テンシャルや地域特性を調査し、地

域にあったエネルギー活用の方向性

を示すとともに、未利用エネルギー

の創出などについても検討し、「エ

ネルギー利用による CO2 排出ゼロ」

を推進する。 

◇H29 年度までに区内の地域ごとのエネルギー消費や

建物熱負荷の状況、未利用エネルギーとしての地中

熱、下水熱、河川水熱、ビル排熱、地下鉄排熱等の分

布や地区ごとの利活用の可能性について調査・検討を

行った。 

◇H30 年度は、建築物環境計画書制度の事前協議制度

における調査結果の活用方法について検討を行った。 

◇未利用エネルギーの中には、利活

用の高いものもあるが、法規制によ

り利用が困難なもの、利害関係者と

の調整が必要なもの、技術革新を待

たなければならないものが多く、直

ちに利用可能なものが少ない。 

◇未利用エネルギーの活用に向けた

具体的な手法の研究が必要。 

◇研究成果を今後の都市づくりにつ

なげていくガイドライン等の検討が

必要。 

○ 

  2-3 水素エネルギーの活用の促進 

    17 公用車へのエコカー（水素自動車）の導入（1-3 の再掲） ○ 

      ◇公用車へのエコカー

（水素自動車）導入

【再掲】 

 公用車に水素自動車を導入し、区

の事務事業で活用するほか、水素燃

料の普及の一環として、イベント等

で乗車会などを行っている。 

◇H27 年度、水素自動車（1台）を導入 

◇平成 30 年度現在、7台の庁有車を低 CO2 車（ハイ

ブリット<リース>）で運用 

◇公務における車両使用による CO2 排出量削減に寄与

している。 

◇環境まつり等のイベントにおいて水素自動車の乗車

会を実施しており、水素自動車を知り、触れる機会を

設けている。（乗車のみ。運転不可） 

◇令和元年度中に外部給電機を購入し、電気自動車や

水素自動車の有用性を PR していく予定 

◇区内に水素自動車を普及させるた

めの具体策となっていない。 

◇水素ステーションの整備と水素自

動車の普及を同時行っていく必要が

あるが、広域的な対応も必要であ

り、今後東京都等との連携を図る必

要がある。 

○ 

    18 水素エネルギー利用環境の整備促進 × 

      ◇区内での水素ステー

ション整備促進 

 東京都と連携しながら、区内での

水素ステーションの整備を促進す

る。 

◇未着手（計画期間中の実施について検討） ◇水素ステーションの整備と水素自

動車の普及を同時行っていく必要が

あるが、広域的な対応も必要であ

り、今後東京都等との連携を図る必

要がある。 

◇水素ステーションの整備に要する

経費が高額である一方、水素自動車

の普及が進んでおらず現時点で活用

が期待できない。行政が水素ステー

ションの整備をリードする必要性は

高いが、需要が限定的であり効果の

不確実性が高い。 

× 
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    19 水素エネルギーの活用の調査・検討 △ 

      ◇水素活用の調査・検

討 

 新たなエネルギー源としての水素

の活用の可能性について、調査・検

討を行う。 

◇東京都水素推進チームに加入し、情報収集を行って

いる。 

◇千代田区における具体的な水素活用に関する調査・

検討は未着手（計画期間中に調査・検討） 

◇水素の活用可能性は高いと言われ

ているが、区が単独で調査するより

も、国や都、専門家の情報を収集し

たほうが効率的な面も多い。 

△ 

基本方針３ 区外から調達するエネルギーをクリーンなエネルギーに「替える」 

  3-1 区外でつくられたクリーンなエネルギーの導入 

    20 清掃工場の排熱から発電した電気の活用 ◎ 

      ◇清掃工場の排熱から

発電した電気の活用 

 区有施設において、より CO2 排出

量の少ないエネルギーを使用するた

め、清掃工場の排熱を利用して発電

した電気の供給を継続する。教育施

設を中心に、順次導入施設の拡大を

図る。 

◇H22 年より東京エコサービス（株）からの電力供給

を開始 

  H30 年度供給施設数:12 施設 

  H29 年度排出係数：0.0098ｋｇ-CO2/ｋWh 

◇H30 年度より低炭素型電力供給事業者から電力供給

を開始 

  H30 年度供給施設数：14 施設 

  H29 年度排出係数：0.044ｋｇ-CO2/ｋWh 

◇区有施設における電力使用に伴う CO2 排出量が着実

に削減できている。 

◇清掃工場の排熱により発電した電

力の供給量には限りがある。 

◎ 

  3-2 地方と連携した CO2 削減のためのしくみの活用 

    21 地方との連携による森林整備事業  ○ 

      ◇森林整備事業（高山

市） 

 大量の CO2 を排出する都市と、森

林整備によって CO2 の吸収が見込め

る地方都市が共同で事業を行うこと

により低炭素社会の実現を図ること

を目的として、地方都市との協定に

基づき、区が地方都市の森林整備事

業（間伐等）に協力し、森林整備に

よる CO2 吸収量を、区から排出され

る CO2 の一部と相殺（カーボン・オ

フセット）している。 

◇森林整備協定の締結以後、着実に森林整備が進んで

いる。 

◇協定締結 H24.6.26（R4.3.31 まで） 

◇森林整備の内容 年約 10ha（間伐、除伐、枝打

ち） 

◇累計面積  86.94ha（H30 年度まで） 

◇累計 CO2 吸収量 1762.35ｔ-CO2（H29 年度まで) 

  ○ 

      ◇森林整備事業（嬬恋

村） 

 同上 ◇森林整備協定の締結以後、着実に森林整備が進んで

いる。 

◇協定締結 H28.12.21 協定（R4.3.31 まで） 

◇森林整備の内容 年約 2ha（造林・下刈り） 

◇累計面積  14.38ha（H30 年度まで） 

◇累計 CO2 吸収量 79.2ｔ-CO2（H30 年度まで) 

  ○ 
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    22 交流事業（ちよだ・つま恋森づくり植樹ツアー） ○ 

      ◇ちよだ・つま恋の森

づくり植樹ツアー 

 区内在住、在勤、在学者が群馬県

嬬恋村の村民等と交流しながら、植

樹等の森林整備活動を体験する環境

学習を実施している。また、この活

動を通じて森林保全の大切さなど自

然保護意識を啓発し、森林保全によ

る温暖化対策推進に貢献する。 

◇参加者数（各年度 30 人程度募集） 

 H27 年度 21 名（うち小学生 8名） 

 H28 年度 31 名（うち小学生 11 名） 

 H29 年度 13 名（うち小学生 3名） 

 H30 年度 30 名（うち小学生 8名） 

◇内容（H30 年度） 

・1日目 石樋登山道、バラギ湖で自然観察をしなが

ら散策 

・2日目 角間山で嬬恋村植樹際に参加し、ミズナラ

の苗木の植樹を体験 

  ○ 

    23 国内クレジット・排出量取引制度の活用の検討  × 

      ◇国内クレジット・排

出量取引制度の活用の

検討 

 国による国内クレジット制度や

J-クレジット制度、東京都による排

出量取引制度の仕組みを補完的に活

用しながら、千代田区における低炭

素化の推進を検討する。 

◇未着手（計画期間中に検討）   × 

基本方針４ エネルギーを「スマートに使う」 

  4-1 建物のスマート化の促進 

    24 ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）モデル施設の設置 △ 

      ◇ネット・ゼロ・エネ

ルギー・ビル（ZEB）

モデル施設の設置 

 事務所ビルの低炭素化を促進する

ため、省エネビル化に加え、再生可

能エネルギー（太陽光・風力等）を

最大限に利用することで建物のエネ

ルギー収支が「ゼロ」となる施設を

検討する。 

 モデル施設の設置に当たっては、

環境に関する拠点となる（仮称）ち

よだエコセンターを ZEB のモデル施

設とすることを検討する。 

◇H30 年度に基本構想策定に向けた検討を開始し、令

和元年 5月に基本構想を策定した。 

◇基本構想では、千代田区の地域特性を踏まえ、ZEB

の定義における ZEB Ready 以上の建物の建設を目指す

こととした。 

◇ZEB モデル施設を（仮称）ちよだエコセンターとし

て整備するに当たり、環境に関心を持つ人々の裾野を

拡げられる施設とし、設置効果を一層高めるため、今

後、様々な機能との連携、複合を検討することとし

た。 

◇計画では、H30 年度に開設すること

とされていたが、検討が遅れてい

る。 

◇そのような中、区では施設整備に

関する様々な行政需要があり、改め

て ZEB モデル施設の整備に関する優

先順位を整理する必要がある。 

◇優先順位によっては、エコセンタ

ーの機能のうちソフト事業に関して

は、ZEB モデル施設の建設に先行して

実施するなどの検討が必要となる可

能性がある。 

△ 
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    25 グリーンストック作戦【業務版】（既存建物の低炭素化）（1-2 の再掲） ◎ 

      ◇中小事業所向け省エ

ネ診断【再掲】 

 東京都地球温暖化防止活動推進セ

ンターの調査員が申請者の建物を訪

問して調査やヒアリングを行い、設

備の使い方の改善や設備改修の提案

を行う。事業者に対する省エネ改修

助成は、省エネ診断報告書の設備改

修提案に基づく改修を行った事業者

に対して行っている。 

◇千代田区は、東京都地球温暖化防止活動推進センタ

ーによる省エネ診断実施件数が最も多く、この制度を

積極的に利用して、既築建築物の省エネを推進するこ

とができている。 

◇省エネ診断結果のうち運用改善に関する提案は、コ

ストをかけずに取組みことができることもあり、事業

者の取組みの推進に寄与している。 

◇省エネ診断件数 

H30 年度：43 件、H29 年度：62 件、H28 年度：35 件、

H27 年度：11 件 

◇東京都地球温暖化防止活動推進セ

ンターによる省エネ診断の活用が進

んでおり、診断の実施に時間がかか

る（2か月待ちなど）ため、省エネ診

断の受診そのものを敬遠し、省エネ

機器の導入に繋がらない例が見受け

られる。（すぐに改修したい事業主に

対応できない例がある。） 

◇省エネ診断の結果提案される設備

改修の対象機器は、環境性能が高い

ものであるため、事業者のコストダ

ウンのニーズに合わないケースが見

受けられる。 

◎ 

      ◇事業者向けの助成制

度の運用及び情報の配

信【再掲】 

 区内の事業所ビルにおける省エネ

ルギー改修の費用の一部を助成 

◇グリーンストック作戦により、着実に事業所の省エ

ネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：15 件  9,221,000 円 

 H29 年度：26 件 12,140,000 円 

 H30 年度：20 件 11,162,000 円 

◇CO2 削減量：382.01ｔ 

◇ニュースレター配信 

 年 7 回程度 約 240 事業所/回 

◇既築建築物の省エネ改修に関する調査を実施し、省

エネ改修に関する事業者の動機や懸念等を把握 

◇区内気築建築物のエネルギー消費量等のデータベー

スを順次構築 

◇既築建築物の低炭素化を一層推進

する必要がある。 

◇事業者による設備更新の際、環境

配慮よりもコストを優先する傾向が

強いことへの対応の検討が必要 

◇テナントビルでは、大規模な設備

更新を行う場合はテナントとの調整

が困難であるとの意見があり、既存

テナントビルの低炭素化推進策を強

化する必要がある。 

◎ 

    26 グリーンストック作戦【マンション版】（既存建物の低炭素化） ○ 

      ◇マンション向けの助

成制度の運用及び情報

の配信【再掲】 

 区内のマンション共用部における

省エネルギー改修の費用の一部を助

成 

◇グリーンストック作戦により、着実にマンションの

省エネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：13 件 7,297,000 円 

 H29 年度：14 件 4,534,000 円 

 H30 年度：14 件 7,213,000 円 

◇CO2 削減量：331.9ｔ 

◇LED 照明の助成率を引き上げた結果、令和元年度は

LED 改修件数が増え CO2 削減量は増加傾向 

◇LED 改修は特に省エネ効果が高く、

他の設備更新に比して投資回収が容

易であるため、より効果的な制度利

用促進が必要 

○ 
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  4-2 スマートコミュニティの形成 

    27 地域エネルギーデザインの策定・運用（2-1 の再掲） ○ 

      ◇地域エネルギーデザ

インの策定・運用【再

掲】 

 千代田区におけるエネルギーのポ

テンシャルや地域特性を調査し、地

域にあったエネルギー活用の方向性

を示すとともに、未利用エネルギー

の創出などについても検討し、「エ

ネルギー利用による CO2 排出ゼロ」

を推進する。 

◇H29 年度までに区内の地域ごとのエネルギー消費や

建物熱負荷の状況、未利用エネルギーとしての地中

熱、下水熱、河川水熱、ビル排熱、地下鉄排熱等の分

布や地区ごとの利活用の可能性について調査・検討を

行った。 

◇H30 年度は、建築物環境計画書制度の事前協議制度

における調査結果の活用方法について検討を行った。 

◇未利用エネルギーの中には、利活

用の高いものもあるが、法規制によ

り利用が困難なもの、利害関係者と

の調整が必要なもの、技術革新を待

たなければならないものが多く、直

ちに利用可能なものが少ない。 

◇未利用エネルギーの活用に向けた

具体的な手法の研究が必要。 

◇研究成果を今後の都市づくりにつ

なげていくガイドライン等の検討が

必要。 

○ 

    28 温暖化対策促進地域の指定制度の構築・運用 △ 

      ◇温暖化対策促進地域

の指定制度の構築・運

用 

 地域単位で地球温暖化対策に取り

組む地域を、「温暖化対策促進地

域」に指定し、まちづくりの制度と

連動した取組みなど、地域単位の温

暖化対策を推進する。建物単体の対

策だけでなく、地域ごとの特性や課

題を的確にとらえ、地域に必要な温

暖化対策を集中的に推進することに

より、一層の低炭素化を図る。 

 指定する範囲や指定地域の抽出方

法、要件、インセンティブ等につい

て、候補地域との協議等を行うとと

もに、地域エネルギーデザインの構

築に合わせ、地域指定を検討する。 

◇今後再開発が予定されている地域や既存地域冷暖房

施設が存在する区域で建物更新が進む区域、公共施

設、大学及び病院・福祉施設とその周辺地域を指定地

域として想定。 

◇H22～25 年度にかけて特定の地域を想定して地域指

定に向けた検討を実施したが、地域の指定には至らな

かった。 

◇その後、指定地域の候補として 2地域についての検

討を行った。 

◇引き続き計画期間中の実施に向けて検討する。 

◇検討段階にある再開発などについ

て、積極的に働きかけをしていく必

要がある。 

◇検討、合意形成に向けた手順など

を整備する必要がある。 

△ 
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    29 拠点開発における面的エネルギー利用の導入促進 △ 

      ◇拠点開発における面

的エネルギー利用の導

入促進 

 建物単体で取組むことのできない

効率的・効果的な地球温暖化対策に

関しては、複数の建物や街区、地区

といった一定の広がりを持った

「面」でアプローチする必要があ

る。 

 複数建物等における一体的な取組

みとして、エリアマネジメント、エ

ネルギー供給システム、コージェネ

レーションシステムの導入及び未利

用エネルギーの活用などについて検

討するとともに、各エリアで自立し

たエネルギー供給を確保することに

よる災害に強いまちづくりについて

も検討する。 

◇H29 年度までに区内の地域ごとのエネルギー消費や

建物熱負荷の状況、未利用エネルギーとしての地中

熱、下水熱、河川水熱、ビル排熱、地下鉄排熱等の分

布や地区ごとの活用可能性について調査した。 

◇引き続き計画期間中の実施に向けて検討する。 

◇検討段階にある再開発などについ

て、積極的に働きかけをしていく必

要がある。 

◇一定規模の開発に当たっては、検

討の早い段階で事前協議する仕組み

などについて検討する必要がある。 

◇都の開発諸制度活用方針では、エ

ネルギーの面的エネルギーを推進す

るエリアを位置付け、開発計画の初

期段階からエネルギーの面的利用の

検討を義務化しているが、導入につ

ながる支援についてもあわせて検討

が必要。 

△ 

    30 地域冷暖房システムの導入促進 ◎ 

      ◇地域熱供給事業者に

よる既存地域冷暖房施

設の高効率化 

 冷暖房や給湯を地域ぐるみで行う

ことにより、より効率的で快適なま

ちづくりを進めるため、地域熱供給

事業者による地域冷暖房施設の導入

促進に向けた導管ネットワークの構

築等に関し支援する。 

  

◇新大手町ビルサブプラントの冷凍機更新工事（Ⅲ

期）が平成 26 年 7月に竣工後、高効率運転の実施 

◇神田駿河台地区第 2プラント熱源機更新工事が平成

26 年 8 月に竣工後、熱供給先の拡大や運転パターン

の見直し等の運用改善により CO2 排出係数が約 10％

向上 

◇丸の内一丁目センターTR3 圧縮機インバータ化工事

が平成 27 年 12 月に竣工後、インバータ冷凍機の年間

を通して優先運転、高効率運転の実施 

◇内幸町センターTR1 圧縮機インバータ化工事が平成

28 年 1 月に竣工後、インバータ冷凍機の年間を通し

て優先運転、高効率運転の実施 

◇アーバンネット大手町ビルサブ冷凍機更新工事 

◇青山センターTR2 圧縮機インバータ化工事が平成 29

年 9月に竣工後、高効率運転の実施 

◇大手町地区・丸の内一丁目地区間蒸気連携配管工事

が平成 30 年 3月竣工後、高効率運転の実施 

◇地域冷暖房施設の導入拡大に向

け、検討段階にある再開発などにつ

いて、積極的に働きかけをしていく

必要がある。 

◇一定規模の開発に当たっては、検

討の早い段階で事前協議する仕組み

などについて検討する必要がある。 

◎ 
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      ◇地域熱供給事業者に

よる地域冷暖房施設の

新設 

同上 ◇大手町パークビルサブプラント（平成 29 年 1月竣

工）：高効率運転の実施 

◇大手町プレイスサブプラント（平成 30 年 8 月竣

工）：高効率運転の実施 

◇丸の内二重橋プラント（平成 30 年 10 月竣工）：高

効率運転の実施 

同上 ○ 

基本方針５ 様々なエネルギーシステムを「備える」 

  5-1 分散型エネルギーの確保 

    31 地域エネルギーデザインの策定・運用（2-1 の再掲） ○ 

      ◇地域エネルギーデザ

インの策定・運用【再

掲】 

 千代田区におけるエネルギーのポ

テンシャルや地域特性を調査し、地

域にあったエネルギー活用の方向性

を示すとともに、未利用エネルギー

の創出などについても検討し、「エ

ネルギー利用による CO2 排出ゼロ」

を推進する。 

◇H29 年度までに区内の地域ごとのエネルギー消費や

建物熱負荷の状況、未利用エネルギーとしての地中

熱、下水熱、河川水熱、ビル排熱、地下鉄排熱等の分

布や地区ごとの利活用の可能性について調査・検討を

行った。 

◇H30 年度は、建築物環境計画書制度の事前協議制度

における調査結果の活用方法について検討を行った。 

◇未利用エネルギーの中には、利活

用の高いものもあるが、法規制によ

り利用が困難なもの、利害関係者と

の調整が必要なもの、技術革新を待

たなければならないものが多く、直

ちに利用可能なものが少ない。 

◇未利用エネルギーの活用に向けた

具体的な手法の研究が必要。 

◇研究成果を今後の都市づくりにつ

なげていくガイドライン等の検討が

必要。 

○ 

    32 区民・事業者に対する新エネルギー・省エネルギー機器の導入支援（1-1 の再掲） ◎ 

      ◇事業者向けの助成制

度の運用及び情報の配

信【再掲】 

 区内の事業所ビルにおける省エネ

ルギー改修の費用の一部を助成 

◇グリーンストック作戦により、着実に事業所の省エ

ネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：15 件   9,221,000 円 

 H29 年度：26 件 12,140,000 円 

 H30 年度：20 件 11,162,000 円 

◇CO2 削減量：382.01ｔ 

◇ニュースレター配信 

 年 7 回程度 約 240 事業所/回 

◇既築建築物の省エネ改修に関する調査を実施し、省

エネ改修に関する事業者の動機や懸念等を把握 

◇区内気築建築物のエネルギー消費量等のデータベー

スを順次構築 

◇既築建築物の低炭素化を一層推進

する必要がある。 

◇事業者による設備更新の際、環境

配慮よりもコストを優先する傾向が

強いことへの対応の検討が必要 

◇テナントビルでは、大規模な設備

更新を行う場合はテナントとの調整

が困難であるとの意見があり、既存

テナントビルの低炭素化推進策を強

化する必要がある。 

◎ 
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      ◇家庭向けの助成制度

の運用及び情報の配信

【再掲】 

 区内の住宅における省エネルギー

改修の費用の一部を助成 

◇グリーンストック作戦により、着実に家庭の省エネ

が進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

H28 年度：223 件 14,961,000 円 

H29 年度：172 件 12,366,000 円 

H30 年度： 75 件  5,920,000 円 

◇CO2 削減量：85.76ｔ 

◇助成件数は減少しているが、LED 照明の助成率を引

き上げた結果、令和元年度は LED 改修件数が増え CO2

削減量は増加傾向 

◇LED 改修は特に省エネ効果が高く、

他の設備更新に比して投資回収が容

易であるため、より効果的な制度利

用促進が必要 

◇新たに供給されたマンションはも

ともと省エネ性能が高いため、今後

は家庭向け省エネ改修の需要が減少

する可能性がある。一方で、千代田

区は一世帯当たりの人数が少なく一

人当たりのエネルギー消費量が高い

傾向があるため、少人数又は単身世

帯向けの省エネ策を検討する必要が

ある。 

◎ 

      ◇マンション向けの助

成制度の運用及び情報

の配信【再掲】 

 区内のマンション共用部における

省エネルギー改修の費用の一部を助

成 

◇グリーンストック作戦により、着実にマンションの

省エネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：13 件 7,297,000 円 

 H29 年度：14 件 4,534,000 円 

 H30 年度：14 件 7,213,000 円 

◇CO2 削減量：331.9ｔ 

◇LED 照明の助成率を引き上げた結果、令和元年度は

LED 改修件数が増え CO2 削減量は増加傾向 

◇LED 改修は特に省エネ効果が高く、

他の設備更新に比して投資回収が容

易であるため、より効果的な制度利

用促進が必要 

○ 
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    33 区有施設に対する太陽光発電等の導入促進（2-1 の再掲） ○ 

      ◇地球温暖化対策実行

計画（事務事業編）に

よる省エネ化推進【再

掲】 

 区の事務事業に関し、自ら率先し

て温暖化対策に取り組むため、実行

計画（事務事業編）を策定してい

る。 

 現行の第 4次実行計画は、平成

30 年 3 月に策定し、令和 4年度ま

でに平成 27 年度比で CO2 排出量を

33.3％（4,081t）削減することを目

標に掲げ、4つの削減シナリオを設

定している。 

◇削減シナリオ 

１ 区有施設・設備等における省エ

ネルギー等の推進（1,204t） 

２ 庁舎・施設管理における省エネ

ルギー等の推進（814t） 

３ 低炭素エネルギー供給の導入拡

大（2,063t） 

４ その他の削減対策の推進（－） 

  地方からの再生可能エネルギー

由来の電力調達に関する調査など 

◇第 3次実行計画（事務事業編）に基づく CO2 排出量

削減量 

 基準年度：H22 年度 排出量：14,436ｔ 

 計画目標：H29 年度に 10,278ｔ以下（▲4,776ｔ、

▲28.8％） 

 実績：H29 年度 排出量：11,703ｔ（▲2,734t、▲

18.9％） 

 

◇第 4次実行計画（事務事業編）に基づく取組み 

・「区有施設の新築等における環境・温暖化対策ガイ

ドライン」に基づく施設整備の継続 

【例】 

《H28 麹町保育園》LED 照明、太陽光発電設備（3ｋW)

全熱交換機、コージェネレーション（9.9ｋW)、断熱

吹付及び Low-E ガラス、雨水利用、地中熱利用、屋上

緑化 

《H28 区営東松下町住宅》LED 照明、太陽光発電設備

（5ｋW)全熱交換機、断熱吹付及び Low-E ガラス、雨

水利用 

《H30 九段小学校》LED 照明、太陽光発電、全熱交換

機、コージェネレーション、断熱吹付及び Low-E ガラ

ス、雨水利用 

・施設の特性に応じた CO2 排出量削減目標管理開始

（R元年度） 

・R2 年度よりエコチューニング実施予定（2施設） 

・低炭素エネルギー（排出係数の低い電力）の導入拡

大（H30 年度から） 

・街路灯の LED 化の推進（H30 年度から） 

・森林整備協定に基づくカーボンオフセットの継続 

◇第 4次事項計画（事務事業編）では、低炭素エネル

ギーの導入拡大による CO2 削減効果が大きい。その他

の事業もおおむね順調に進捗している。 

◇街路灯の LED 化を加速させる必要

がある。 

◇地方からの再生可能エネルギー由

来の電力調達に当たり排出係数が高

い場合があり、必ずしも区有施設の

CO2 排出量削減に寄与しない。 

○ 
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    34 公用車へのエコカー（水素自動車）の導入（1-3 の再掲） ○ 

      ◇公用車へのエコカー

（水素自動車）導入

【再掲】 

 公用車に水素自動車を導入し、区

の事務事業で活用するほか、水素燃

料の普及の一環として、イベント等

で乗車会などを行っている。 

◇H27 年度、水素自動車（1台）を導入 

◇平成 30 年度現在、7台の庁有車を低 CO2 車（ハイ

ブリット<リース>）で運用 

◇公務における車両使用による CO2 排出量削減に寄与

している。 

◇環境まつり等のイベントにおいて水素自動車の乗車

会を実施しており、水素自動車を知り、触れる機会を

設けている。（乗車のみ。運転不可） 

◇令和元年度中に外部給電機を購入し、電気自動車や

水素自動車の有用性を PR していく予定 

◇区内に水素自動車を普及させるた

めの具体策となっていない。 

◇水素ステーションの整備と水素自

動車の普及を同時行っていく必要が

あるが、広域的な対応も必要であ

り、今後東京都等との連携を図る必

要がある。 

○ 

基本方針６ 環境モデル都市千代田の取組みを「広める」 

  6-1 オリンピック・パラリンピックに向けた、目に見えて体感できる取組みの推進 

    35 コミュニティサイクルの推進（1-3 の再掲） ○ 

      ◇コミュニティサイク

ル事業【再掲】 

 エリア内に複数のサイクルポート

（自転車を貸出・返却する場所）を

設置し、各サイクルポートであれば

どこでも自転車を利用（貸出・返

却）できる、自転車の共同利用サー

ビス。 

 回遊性の創出による街の魅力向

上、地域・観光の活性化、放置自転

車等対策をはじめ、自動車から自転

車への転換による CO2 排出量の削

減、環境意識の向上、健康増進など

幅広い効果を得ることを目指してい

る。 

◇平成 28 年 2月 1日から、 4 区(千代田区・中央

区・港区・江東区)における自転車相互乗り入れの広

域実験を開始し、平成 28 年 10 月に新宿区、平成 29

年 1月に文京区、平成 29 年 10 月に渋谷区、平成 30

年 4月に品川区・大田区、平成 31 年 1月に目黒区が

試行を開始し、10 区で相互乗り入れを行っている。 

◇サイクルポート設置箇所増や相互乗り入れの拡大に

伴い利用回数も増加し定着してきている。 

◇サイクルポート数（利用回数） 

 H27 年度：46 箇所（189,727 回） 

 H28 年度：57 箇所（401,774 回） 

 H29 年度：62 箇所（725,365 回） 

 H30 年度：81 箇所（1,133,127 回、累計：

2,498,004 回） 

◇区内各ポートへのバランスよい自転車の再配置に向

け、令和元年に自転車再配置拠点を整備した。 

◇令和元年度に整備した自転車再配

置拠点の効果を注視していく必要が

ある。 

○ 
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    36 （仮称）ちよだエコセンターの開設  △ 

      ◇（仮称）ちよだエコ

センターの開設 

 環境学習の拠点、環境マネジメン

トシステム普及の拠点、リサイクル

の拠点、環境に関するネットワーク

の拠点を目指し、（仮称）ちよだエ

コセンターを開設する。（仮称）ち

よだエコセンターは、区内の民間オ

フィスビルのぜりエネルギー化を促

進するため、再生可能エネルギーや

未利用エネルギーを活用した ZEB の

モデル施設とすることを検討する。 

◇H30 年度に基本構想策定に向けた検討を開始し、令

和元年 5月に基本構想を策定した。 

◇基本構想では、千代田区の地域特性を踏まえ、ZEB

の定義における ZEB Ready 以上の建物の建設を目指す

こととした。 

◇（仮称）ちよだエコセンターを整備するに当たり、

環境に関心を持つ人々の裾野を拡げられる施設とし、

設置効果を一層高めるため、今後、様々な機能との連

携、複合を検討することとした。 

◇計画では、H30 年度に開設すること

とされていたが、検討が遅れてい

る。 

◇そのような中、区では施設整備に

関する様々な行政需要があり、改め

て ZEB モデル施設の整備に関する優

先順位を整理する必要がある。 

◇優先順位によっては、エコセンタ

ーの機能のうちソフト事業に関して

は、ZEB モデル施設の建設に先行して

実施するなどの検討が必要となる可

能性がある。 

△ 

    37 区民体感型の「（仮称）涼風の道」整備促進 ○ 

      ◇（仮称）涼風の道の

整備 

 緑陰や舗装方法の工夫、ドライ型

ミストなどを組み合わせ、夏季でも

快適に歩くことができる道を整備す

る。 

◇R元年度：代官町通りに遮熱性舗装を実施 

◇R2 年度：千鳥ヶ淵緑道の一部に夏季の期間ドライ

型ミストを設置し、もともとの豊かな緑による緑陰と

の相乗効果による快適な道を目指す。 

◇千鳥ヶ淵緑道に接続する九段坂公園の一部にも夏季

の期間ドライ型ミストを設置予定 

◇靖国通り（九段坂）は東京 2020 オリンピック・パ

ラリンピック競技大会に向け、東京都により遮熱性舗

装が実施済み。 

◇内濠通り（区役所前）は、今後東京都により遮熱性

舗装が実施される予定 

◇区及び東京都のそれぞれの取組みにより、北の丸公

園を囲む形で複数のヒートアイランド対策を実施（涼

風の道は、代官町通りと千鳥ヶ淵緑道とした。） 

◇涼風の道で採用した方法のうち効

果的なものは、他の区道等にも実施

していく必要がある。 

○ 
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    38 ヒートアイランド対策の推進 ○ 

      ◇緑化指導・緑化推進

（被覆対策） 

 緑化指導要綱に基づき、公共施設

のすべて及び敷地面積 250 ㎡以上の

民間建築物の建築行為に対し、敷地

面積から建築面積を除いた面積の 2

割以上、屋上面積の 2割以上、接道

部については敷地面積に応じて接道

部分の 2割から 8割までの割合以上

の緑化を要請している。また、緑化

指導要綱の基準を超える緑化（敷地

内緑化、屋上緑化等）については、

ヒートアイランド対策助成制度によ

り必要な費用の一部を助成してい

る。 

◇緑化指導実績（緑化計画書件数/緑地創出面積） 

 H27 年度：37 件/6,274 ㎡ 

 H28 年度：72 件/18,857 ㎡ 

 H29 年度：47 件/7,550 ㎡ 

 H30 年度：46 件/3,196 ㎡ 

◇緑化指導は、鉄道高架下の物件など緑化不能な案件

を除き、基準を満足した緑化ができている。 

◇ヒートアイランド対策助成（件数/助成額）※緑化

以外の実績を含む。 

 H27 年度：23 件/5,782 千円 

 H28 年度：11 件/1,375 千円 

 H29 年度：10 件/869 千円 

 H30 年度：9件/20,638 千円（ドライ型ミスト設置

助成 18,409 千円） 

◇緑化指導を 20 年以上継続してきた

結果、建築時の緑化が推進され、ヒ

ートアイランド対策助成の緑化に対

する助成（緑化指導要綱の基準を超

える緑化を行った場合が対象）の利

用が少なくなっていると推察され

る。（年間 0～3件程度） 

◇緑化の推進に当たっては、生物多

様性に配慮した植物の植栽が必要で

ある。 

○ 

      ◇道路舗装の工夫（被

覆対策） 

 道路改修の際に遮熱性舗装、保水

性舗装、透水性舗装などを実施 

◇道路整備実績 

・練成通り（H27 年度）：歩道の保水性舗装 

・神田駅周辺（Ｈ28 年度）：歩道の保水性舗装 

・紀尾井町通り（Ｈ28 年度）:歩道の保水性舗装 

・東京国際フォーラム周辺（Ｈ29 年度）：車道の遮熱

性舗装 

・神田警察通り（H30 年度）：車道の遮熱性舗装、歩

道の保水性舗装 

・明大通り（H30 年度）：車道の遮熱性舗装、歩道の

保水性舗装 

・一八通り（Ｈ30 年度）：歩道の保水性舗装 

・特別区道千第 135 号（Ｈ30 年度）：車道の透水性舗

装 

・特別区道千第 140 号（Ｈ30 年度）：歩道の保水性舗

装 

・大門通り（H29・30・Ｒ元年度）：歩道の保水性舗装 

・代官町通り（R元年度）：車道の遮熱性舗装・歩道

透水性舗装 

・国会通り（Ｒ元年度）：車道の遮熱性舗装 

◇道路面積の多い千代田区では、道

路舗装構造の工夫による地表面被覆

改善の一層の推進が必要 

○ 
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      ◇人工排熱対策（事業

者向けの助成制度の運

用及び情報の配信【再

掲】） 

 区内の事業所ビルにおける省エネ

ルギー改修の費用の一部を助成 

◇グリーンストック作戦により、着実に事業所の省エ

ネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成  

H28 年度：15 件  9,221,000 円  

H29 年度：26 件 12,140,000 円 

H30 年度：20 件 11,162,000 円 

◇CO2 削減量：382.01ｔ 

◇ニュースレター配信  

年 7回程度 約 240 事業所/回 

◇既築建築物の省エネ改修に関する調査を実施し、省

エネ改修に関する事業者の動機や懸念等を把握 

◇区内気築建築物のエネルギー消費量等のデータベー

スを順次構築 

◇既築建築物の低炭素化を一層推進

する必要がある。 

◇事業者による設備更新の際、環境

配慮よりもコストを優先する傾向が

強いことへの対応の検討が必要 

◇テナントビルでは、大規模な設備

更新を行う場合はテナントとの調整

が困難であるとの意見があり、既存

テナントビルの低炭素化推進策を強

化する必要がある。 

◎ 

      ◇打ち水の実施  区内一斉打ち水を 8月 1日（水の

日）に、本庁舎前をはじめ区内全域

で実施。 

◇区内一斉打ち水実績 （本庁舎前は 8月末までの平

日は毎日実施） 

 H27 年度：30 件（本庁舎前 80 名※8月 1日～31 日

の間は延べ 170 名） 

 H28 年度：40 件（本庁舎前 100 名※同 220 名） 

 H29 年度：35 件（本庁舎前 80 名※同 218 名） 

 H30 年度：50 件（本庁舎前 150 名※同 356 名） 

◇打ち水は、啓発の手段としては有

効であるが、実際の温度低減効果や

その継続的な効果は限定的である。 

◇啓発を目的としたイベントとして

の打ち水も重要であるが、継続的な

取組みを促す工夫が必要 

○ 

      ◇クールスポットの創

設 

 東京 2020 オリンピック・パラリ

ンピック競技大会に向けて、観光客

や区民への暑さ対策として、人々が

涼み憩うクールスポットの創出を促

進し、ヒートアイランド対策及び暑

熱対策を図る。 

◇H29 年度実証実験（ドライ型ミストの設置及び効果

検証） 

・牛込橋交差点周辺 H29.8.1～9.10 

・有楽町駅前広場  H29.7.31～9.24 

・アンケートの結果、9割程度の人が暑熱対策として

有効と回答 

◇H30 年度（夏季の期間にドライ型ミストの設置） 

・和泉公園、芳林公園、神田児童公園、千鳥ヶ淵公

園、有楽町駅前広場 

◇R元年度（夏季の期間にドライ型ミストの設置） 

・和泉公園、芳林公園、神田児童公園、千鳥ヶ淵公園 

・有楽町駅前は、地元団体が都補助金を活用して自主

的に設置 

◇H30 年度～R元年度の間、ヒートアイランド対策助

成にドライ型ミスト設置経費助成拡充（10/10 1,000

万円上限） 

 

◇地球温暖化とヒートアイランド現

象の深刻化に伴い、さらなるクール

スポットの創出が必要 

○ 
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      ◇緑の実態調査・熱分

布調査 

 区内全域における緑被の割合や熱

分布の実態を把握するため、H30 年

度に、H22 年度に引き続き、緑被の

推移や緑と熱分布の関連性などの調

査を実施（H22 年度以前は、H15 年

度、H7 年度に実施（H7 年度は緑被

調査のみ）） 

◇緑被率 

 H30：23.22％ 2,707,600 ㎡（270.76ha） 

 H22：21.04％ 2,499,100 ㎡（244.91ha） 

 H15：20.36％ 2,369,600 ㎡（236.96ha） 

 H 7：19.10％ 2,220,000 ㎡（222ha） 

◇緑被率は一貫して増加傾向にある。 

◇熱分布に関し、千代田区は皇居や北の丸公園などの

大規模な緑が存在する地域はそれ以外の地域と比べて

低温であったとの結果が出ており、緑と熱分布に相関

関係があることが分かっている。 

◇緑被率は増加傾向にあるが、区内

における緑の偏在が顕著であり、今

後、地域の特性に応じた緑化推進策

の検討が必要である。 

◇地域によっては、緑の創出が困難

なところもあるため、効果的な手法

を検討する必要がある。 

◇今後の対策の検討に当たっては、

熱分布の詳細を調査のうえ、きめ細

かく原因分析し、地域の状況に応じ

た個別具体の対策を検討することが

望ましい。 

○ 

      ◇ヒートアイランド対

策計画の義務付け 

 建築物環境計画書制度及び事前協

議制度の中で、延べ床面積 300 ㎡以

上の新築または増改築に際し、ヒー

トアイランド対策に関する取組みの

計画を提出してもらい協議してい

る。【計画内容（抜粋）】・省 CO2 建

築手法・省 CO2 設備手法・敷地と建

物の被覆対策 など 

◇省エネ基準より 35％（住宅は 20％）以上の省エネ

を達成した建築物はまだわずかではあるが、事前協議

制度により、着実に省エネが図られ、CO2 排出量削減

に大きく寄与している。 

◇建築物環境計画書件数（延床 300～5000 ㎡以下）  

H30 年度：63 件 H29 年度：71 件 H28 年度：34 件 

◇大規模特定建築物環境評価書件数（延床 5000 ㎡

超）⇒東京都に届出だが、区にも提出   

H30 年度：8件 H29 年度：14 件 H28 年度：13 件 

◇事前協議物件数   

H30 年度：111 件 H29 年度：156 件 H28 年度：60 件 

◇ヒートアイランド対策の中には、

事業者に直接のメリットとならない

ものもあるため、ヒートアイランド

現象の緩和の必要性に対する理解の

促進を図り、多くの事業者の理解と

協力を得る必要がある。 

○ 

    39 公用車へのエコカー（水素自動車）の導入（1-3 の再掲）  ○ 

      ◇公用車へのエコカー

（水素自動車）導入

【再掲】 

 公用車に水素自動車を導入し、区

の事務事業で活用するほか、水素燃

料の普及の一環として、イベント等

で乗車会などを行っている。 

◇H27 年度、水素自動車（1台）を導入 

◇平成 30 年度現在、7台の庁有車を低 CO2 車（ハイ

ブリット<リース>）で運用 

◇公務における車両使用による CO2 排出量削減に寄与

している。 

◇環境まつり等のイベントにおいて水素自動車の乗車

会を実施しており、水素自動車を知り、触れる機会を

設けている。（乗車のみ。運転不可） 

◇令和元年度中に外部給電機を購入し、電気自動車や

水素自動車の有用性を PR していく予定 

◇区内に水素自動車を普及させるた

めの具体策となっていない。 

◇水素ステーションの整備と水素自

動車の普及を同時行っていく必要が

あるが、広域的な対応も必要であ

り、今後東京都等との連携を図る必

要がある。 

○ 
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    40 エコツアーの構築 ○ 

      ◇エコツアーのパッケ

ージ化 

 区内では多くの企業や団体などが

地球温暖化対策に取組んでいるた

め、多くの区民、区内を訪れる方々

がその取組みを見て体感できるよ

う、民間事業者と連携してエコツア

ーとしてのパッケージ化を図る。 

◇エコツアーの構築の必要性や実現可能性について検

討した結果、映像を活用したほうが多くの人の目に触

れることが期待でき効果が高いと認め、令和元年度に

映像広報を作成した。 

・H27 年度 民間事業者や観光協会とツアー構築に向

けた協議 

・H28 年度 H29 年度より観光協会が主催する既存の

ツアーにエコスポットを組み込んで実施する旨協議 

・H29 年度 前年検討内容実施見送り、大学生の活用

等を検討 

・H30 年度 大学生の協力による区内大学エコめぐり

ツアーの企画・実施に向けた協議 

・R元年度 内部検討のうえ、映像広報作成に変更

（英語字幕付加予定） 

  ○ 

基本方針７ 地球温暖化対策に「力を合わせる」 

  7-1 区民に対する温暖化対策行動の普及啓発の推進 

    41 環境保全意識周知 ○ 

      ◇環境月間講演会の実

施 

 環境に関する話題をテーマにした

講演会を区民ホールで実施 

◇H30 年度「天達さんと一緒に考えよう 地球温暖化

と異常気象」 

 講師:気象キャスター天達武史氏 参加 96 名 

◇H29 年度「樹木がつなぐ人と生きもの」 

 講師：樹木医 石井誠治氏、銀座ミツバチプロジェ

クト 田中淳夫氏 参加 59 名 

◇H28 年度「こども宇宙エコ教室～ロケットと宇宙で

のリサイクル」 

 講師：NPO 法人子ども・宇宙・未来の会理事 並木

道義氏 参加 60 名 

◇H27 年度「らんま先生のサイエンスショーで学ぶ環

境問題」 

 講師：らんま先生（環境カウンセラー、CSR プラク

ティショナー） 参加 67 名 

  ○ 

      ◇ちよだ環境まつりの

開催 

 環境月間である 6月に合わせ、千

代田エコシステム推進協議会、区内

事業者、大学等と連携し、地球温暖

化対策、ヒートアイランド対策、生

物多様性推進、環境保全活動、リサ

イクルなどの取組みを推進するため

のイベントを開催 

◇H30 年度実施内容  

・エコバッグづくり ・エコサシェづくり ・省エネ

クイズと燃料電池の紹介 ・浄化装置を使ったろ過実

験 ・大学の環境・エコ活動紹介 ・「再生家具」PR,

抽選会 ・千代田エコシステムの紹介（養蜂活動ほ

か） ・水素自動車乗車会 ・ゴーヤ苗等の配布 ・

海洋プラスチックごみパネル展示 

◇イベント来場者は少なくないが、

個々の環境配慮行動につながってい

るか否か把握できない。 

○ 



92 

 

      ◇環境カレンダーの作

成・配布 

 家庭での環境に対する取組みを促

すため作成。区立小・中学校の児童

生徒のポスター・標語を掲載 

 幼稚園、保育園、子ども園、小・

中・中等教育学校の子どもたち(私

立含む)に配布するほか、出張所、

本庁舎 2F、環境政策課で配布 

◇毎年 A4 版 9,000 部、卓上版 1,000 部 計 10,000 部

を作成・配布 

  ○ 

      ◇千代田エコめぐりガ

イドの作成・配布 

 2 年に一度、区や区内企業等が実

施しているエコな取組みや施設を紹

介する冊子を作成し区有施設やイベ

ントで配布 

 区内大学生が記事の取材などに関

わっている。 

◇隔年で 10,000 部作成・配布 （前回は平成 29 年

度） 

  ○ 

      ◇地球環境学習のチャ

レンジ集の作成・配布 

 区立小 2・4・6年生を対象に地球

温暖化防止など 3つの分野から一つ

以上選んで環境学習に取り組んでも

らう。参加者には参加賞贈呈 

 R 元年度から対象を 2年生及び 4

年生とした。 

◇参加者数実績 

 H27 年度：283 名 

 H28 年度：459 名 

 H29 年度：339 名 

 H30 年度：365 名 

  ○ 

      ◇環境作品展の開催  区立小学校の児童が環境をテーマ

に描いたポスター及び区立中学校等

の生徒が環境をテーマに考えた標語

を展示し、環境配慮意識の啓発を図

っている。 

◇展示作品数実績 

 H27 年度：ポスター396 点、標語 781 点 

 H28 年度：ポスター356 点、標語 1,017 点 

 H29 年度：ポスター403 点、標語 818 点 

 H30 年度：ポスター486 点、標語 1,136 点 

  ○ 

      ◇環境情報誌「エコチ

ヨ」の作成・配布 

 区民等が環境に配慮した行動にと

り埋めるよう、環境情報等を掲載し

た冊子「エコチヨ」を年に 2回（春

号、秋号、各 3000 部）発行し、環

境政策課窓口や区立施設等で配布し

ている。 

◇春号、秋号各 3,000 部発行 

◇春号は千代田区 CES 推進協議会が作成し、秋号は区

が作成。 

  ○ 

      ◇ちよだ・つま恋の森

づくり植樹ツアー【再

掲】 

 区内在住、在勤、在学者が群馬県

嬬恋村の村民等と交流しながら、植

樹等の森林整備活動を体験する環境

学習を実施している。また、この活

動を通じて森林保全の大切さなど自

然保護意識を啓発し、森林保全によ

る温暖化対策推進に貢献する。 

◇参加者数（各年度 30 人程度募集）  

H27 年度 21 名（うち小学生 8名） H28 年度 31 名

（うち小学生 11 名） H29 年度 13 名（うち小学生

3名） H30 年度 30 名（うち小学生 8名） 

◇内容（H30 年度）  

・1日目 石樋登山道、バラギ湖で自然観察をしなが

ら散策  

・2日目 角間山で嬬恋村植樹際に参加し、ミズナラ

の苗木の植樹を体験 

  ○ 
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  7-2 事業者に対する温暖化対策行動の普及啓発の推進 

    42 千代田区温暖化配慮行動計画書制度（1-2 の再掲） ○ 

      ◇温暖化配慮行動計画

書制度【再掲】 

 事業所が実施している環境活動、

従業員の環境教育及び地域貢献等の

取組みを報告してもらい、先進性、

創意・工夫、波及性、持続性等を考

慮して他の模範となる優良な取組み

をしている事業者を表彰している。

また事例集を作成し、優良な取組み

の普及を図る。報告書の提出事業所

名等は区 HP で公表している。 

・義務提出：従業員数 300 人以上  

・任意提出：従業員数 300 人未満 

◇計画書提出件数は増加傾向にあり、制度の理解、定

着が進んでいる。 

◇表彰制度や事例集による被表彰者の取組みの紹介

が、事業者の励みになるとともに企業イメージの向上

等に寄与し、さらなる環境配慮活動の推進につながっ

ている例がある。 

◇計画書提出件数 

  H27 年度：義務 218 件、任意 30 件 

  H28 年度：義務 223 件、任意 24 件 

  H29 年度：義務 229 件、任意 35 件 

  H30 年度：義務 234 件、任意 38 件 

◇表彰制度 

  毎年 3～10 事業所を表彰 

◇温暖化配慮行動事例集:毎年 3000 部発行 

◇事例集による取組み事例の紹介

は、環境意識の啓発に寄与している

と思われるが、実際の活動につなが

っているか否かが把握できていな

い。 

○ 

    43 自主行動計画書の作成支援（1-2 の再掲） ○ 

      ◇自主行動計画書の作

成支援【再掲】 

 エネルギー消費量の多い大学や病

院、ホテル等を中心に、自主的な温

暖化対策を図るため、「自主行動計

画」の作成を促進する。 

◇区内の 11 大学のうち 8大学で作成済 

東京家政学院、大妻学院、日本大学、専修大学、法政

大学、明治大学、二松学舎大学、（※東京電機大学） 

※移転により区外に転出  

○基本理念、環境方針、行動計画、エネルギー使用、

具体的な取組み、推進体制等を含んだ計画を各大学で

作成 

  ○ 

    44 事業者による温暖化対策行動のための普及啓発活動の支援  ○ 

      ◇事業者による温暖化

対策行動のための普及

啓発活動の支援 

 環境に関する活動を実践する事業

者の取組みを環境まつり、環境情報

誌エコチヨ、温暖化配慮行動事例集

などで紹介して主体的な活動を行う

事業者を支援するとともに、先進的

又は波及性のある取組みなどを周知

し、他の事業者の自主的な温暖化対

策行動を促している。 

◇環境まつりブース出展事業所数 

 H27 年度：2事業所 

 H28 年度：2事業所 

 H29 年度：2事業所 

 H30 年度：2事業所 

◇環境情報誌エコチヨ春号、秋号各 3000 部発行 

◇温暖化配慮行動事例集 3000 部発行 

  ○ 

    45 環境保全意識周知（エコドライブ）（1-3 の再掲） ○ 

      ◇エコドライブの普及

啓発【再掲】 

 急発進や急加速の少ない無駄のな

い運転方法（エコドライブ）を区民

や事業者に対して普及啓発し、自動

車の運転における燃費改善を促進す

る。 

◇区職員向けにエコドライブ講習会を実施。 

 H27 年度 18 名 

 H28 年度 19 名 

 H29 年度 22 名 

 H30 年度 18 名 

◇区職員向けの普及啓発は行った

が、区民や事業者に対する普及啓発

を検討していく必要がある。 

○ 
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  7-3 環境教育・環境学習の推進 

    46 （仮称）ちよだエコセンターの開設（6-1 の再掲） △ 

      ◇（仮称）ちよだエコ

センターの開設【再

掲】 

 環境学習の拠点、環境マネジメン

トシステム普及の拠点、リサイクル

の拠点、環境に関するネットワーク

の拠点を目指し、（仮称）ちよだエ

コセンターを開設する。（仮称）ち

よだエコセンターは、区内の民間オ

フィスビルのぜりエネルギー化を促

進するため、再生可能エネルギーや

未利用エネルギーを活用した ZEB の

モデル施設とすることを検討する。 

◇H30 年度に基本構想策定に向けた検討を開始し、令

和元年 5月に基本構想を策定した。 

◇基本構想では、千代田区の地域特性を踏まえ、ZEB

の定義における ZEB Ready 以上の建物の建設を目指す

こととした。 

◇（仮称）ちよだエコセンターを整備するに当たり、

環境に関心を持つ人々の裾野を拡げられる施設とし、

設置効果を一層高めるため、今後、様々な機能との連

携、複合を検討することとした。 

◇計画では、H30 年度に開設すること

とされていたが、検討が遅れてい

る。 

◇そのような中、区では施設整備に

関する様々な行政需要があり、改め

て ZEB モデル施設の整備に関する優

先順位を整理する必要がある。 

◇優先順位によっては、エコセンタ

ーの機能のうちソフト事業に関して

は、ZEB モデル施設の建設に先行して

実施するなどの検討が必要となる可

能性がある。 

△ 

    47 学校教育における環境教育・環境学習 ○ 

      ◇学校教育における環

境教育・環境学習 

 学校教育において子どもたちが地

球温暖化について学ぶことにより環

境に関する意識を育てることとして

いる。 

 また、区による環境作品展への出

展や地球環境学習のチャレンジ集へ

の取組みを通じて環境に意識を向け

る取組みを進めている。 

◇環境教育の実施例 

 ・麹町幼稚園：栽培活動、バケツ稲作 

 ・番町幼稚園：土づくり、苗植え 

 ・千代田幼稚園：北の丸公園での自然ふれあい 

 ・いずみこども園：種まき、苗植え 

 ・ふじみこども園：園庭での植栽活動 

 ・麹町小学校：花壇やビオトープの整備 

 ・九段小学校：北の丸公園での自然体験 

 ・和泉小学校：和泉公園等での自然体験 

 ・麹町中学校：理科サークルで蛍の飼育 

 ・九段中等教育学校：５年生、科目「保健」で学習 

この他、区内小学校の５年生が嬬恋で野菜の植え付け

収穫体験を実施している。 

◇環境作品展展示作品数実績 

 H27 年度：ポスター396 点、標語 781 点 

 H28 年度：ポスター356 点、標語 1,017 点 

 H29 年度：ポスター403 点、標語 818 点 

 H30 年度：ポスター486 点、標語 1,136 点 

◇地球環境学習のチャレンジ集参加者数実績 

 H27 年度：283 名 

 H28 年度：459 名 

 H29 年度：339 名 

 H30 年度：365 名 

◇次代を担う子どもたちの主体的な

行動を促すため、様々な機会を通じ

て多様な方法で環境教育を行ってい

く必要がある。 

○ 
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    48 環境保全意識周知（7-1 の再掲） ○ 

      ◇環境月間講演会の実

施【再掲】 

 環境に関する話題をテーマにした

講演会を区民ホールで実施 

◇H30 年度「天達さんと一緒に考えよう 地球温暖化

と異常気象」 

 講師:気象キャスター天達武史氏 参加 96 名 

◇H29 年度「樹木がつなぐ人と生きもの」 

 講師：樹木医 石井誠治氏、銀座ミツバチプロジェ

クト 田中淳夫氏 参加 59 名 

◇H28 年度「こども宇宙エコ教室～ロケットと宇宙で

のリサイクル」 

 講師：NPO 法人子ども・宇宙・未来の会理事 並木

道義氏 参加 60 名 

◇H27 年度「らんま先生のサイエンスショーで学ぶ環

境問題」 

 講師：らんま先生（環境カウンセラー、CSR プラク

ティショナー） 参加 67 名 

  ○ 

      ◇ちよだ環境まつりの

開催【再掲】 

 環境月間である 6月に合わせ、千

代田エコシステム推進協議会、区内

事業者、大学等と連携し、地球温暖

化対策、ヒートアイランド対策、生

物多様性推進、環境保全活動、リサ

イクルなどの取組みを推進するため

のイベントを開催 

◇H30 年度実施内容  

・エコバッグづくり ・エコサシェづくり ・省エネ

クイズと燃料電池の紹介 ・浄化装置を使ったろ過実

験 ・大学の環境・エコ活動紹介 ・「再生家具」PR,

抽選会 ・千代田エコシステムの紹介（養蜂活動ほ

か） ・水素自動車乗車会 ・ゴーヤ苗等の配布 ・

海洋プラスチックごみパネル展示 

◇イベント来場者は少なくないが、

個々の環境配慮行動につながってい

るか否か把握できない。 

○ 

      ◇環境カレンダーの作

成・配布【再掲】 

 家庭での環境に対する取組みを促

すため作成。区立小・中学校の児童

生徒のポスター・標語を掲載 

 幼稚園、保育園、子ども園、小・

中・中等教育学校の子どもたち(私

立含む)に配布するほか、出張所、

本庁舎 2F、環境政策課で配布 

◇毎年 A4 版 9,000 部、卓上版 1,000 部 計 10,000 部

を作成・配布 

  ○ 

      ◇千代田エコめぐりガ

イドの作成・配布【再

掲】 

 2 年に一度、区や区内企業等が実

施しているエコな取組みや施設を紹

介する冊子を作成し区有施設やイベ

ントで配布 

 区内大学生が記事の取材などに関

わっている。 

◇隔年で 10,000 部作成・配布 （前回は平成 29 年

度） 

  ○ 
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      ◇地球環境学習のチャ

レンジ集の作成・配布

【再掲】 

 区立小 2・4・6年生を対象に地球

温暖化防止など 3つの分野から一つ

以上選んで環境学習に取り組んでも

らう。参加者には参加賞贈呈 

 R 元年度から対象を 2年生及び 4

年生とした。 

◇参加者数実績 

 H27 年度：283 名 

 H28 年度：459 名 

 H29 年度：339 名 

 H30 年度：365 名 

  ○ 

      ◇環境作品展の開催

【再掲】 

 区立小学校の児童が環境をテーマ

に描いたポスター及び区立中学校等

の生徒が環境をテーマに考えた標語

を展示し、環境配慮意識の啓発を図

っている。 

◇展示作品数実績 

 H27 年度：ポスター396 点、標語 781 点 

 H28 年度：ポスター356 点、標語 1,017 点 

 H29 年度：ポスター403 点、標語 818 点 

 H30 年度：ポスター486 点、標語 1,136 点 

  ○ 

      ◇環境情報誌「エコチ

ヨ」の作成・配布【再

掲】 

 区民等が環境に配慮した行動にと

り埋めるよう、環境情報等を掲載し

た冊子「エコチヨ」を年に 2回（春

号、秋号、各 3000 部）発行し、環

境政策課窓口や区立施設等で配布し

ている。 

◇春号、秋号各 3,000 部発行 

◇春号は千代田区 CES 推進協議会が作成し、秋号は区

が作成。 

  ○ 

      ◇ちよだ・つま恋の森

づくり植樹ツアー【再

掲】 

 区内在住、在勤、在学者が群馬県

嬬恋村の村民等と交流しながら、植

樹等の森林整備活動を体験する環境

学習を実施している。また、この活

動を通じて森林保全の大切さなど自

然保護意識を啓発し、森林保全によ

る温暖化対策推進に貢献する。 

◇参加者数（各年度 30 人程度募集） H27 年度 21

名（うち小学生 8名） H28 年度 31 名（うち小学生

11 名） H29 年度 13 名（うち小学生 3名） H30 年

度 30 名（うち小学生 8名） 

◇内容（H30 年度）  

・1日目 石樋登山道、バラギ湖で自然観察をしなが

ら散策 

・2日目 角間山で嬬恋村植樹際に参加し、ミズナラ

の苗木の植樹を体験 

  ○ 
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  7-4 快適で涼しいまちづくりの推進 

    49 ヒートアイランド対策の推進（6-1 の再掲） ○ 

      ◇緑化指導・緑化推進

（被覆対策）【再掲】 

 緑化指導要綱に基づき、公共施設

のすべて及び敷地面積 250 ㎡以上の

民間建築物の建築行為に対し、敷地

面積から建築面積を除いた面積の 2

割以上、屋上面積の 2割以上、接道

部については敷地面積に応じて接道

部分の 2割から 8割までの割合以上

の緑化を要請している。また、緑化

指導要綱の基準を超える緑化（敷地

内緑化、屋上緑化等）については、

ヒートアイランド対策助成制度によ

り必要な費用の一部を助成してい

る。 

◇緑化指導実績（緑化計画書件数/緑地創出面積） 

 H27 年度：37 件/6,274 ㎡ 

 H28 年度：72 件/18,857 ㎡ 

 H29 年度：47 件/7,550 ㎡ 

 H30 年度：46 件/3,196 ㎡ 

◇緑化指導は、鉄道高架下の物件など緑化不能な案件

を除き、基準を満足した緑化ができている。 

◇ヒートアイランド対策助成（件数/助成額）※緑化

以外の実績を含む。 

 H27 年度：23 件/5,782 千円 

 H28 年度：11 件/1,375 千円 

 H29 年度：10 件/869 千円 

 H30 年度：9件/20,638 千円（ドライ型ミスト設置

助成 18,409 千円） 

◇緑化指導を 20 年以上継続してきた

結果、建築時の緑化が推進され、ヒ

ートアイランド対策助成の緑化に対

する助成（緑化指導要綱の基準を超

える緑化を行った場合が対象）の利

用が少なくなっていると推察され

る。（年間 0～3件程度） 

◇緑化の推進に当たっては、生物多

様性に配慮した植物の植栽が必要で

ある。 

○ 

      ◇道路舗装の工夫（被

覆対策）【再掲】 

 道路改修の際に遮熱性舗装、保水

性舗装、透水性舗装などを実施 

◇道路整備実績 

・練成通り（H27 年度）：歩道の保水性舗装 

・神田駅周辺（Ｈ28 年度）：歩道の保水性舗装 

・紀尾井町通り（Ｈ28 年度）:歩道の保水性舗装 

・東京国際フォーラム周辺（Ｈ29 年度）：車道の遮熱

性舗装 

・神田警察通り（H30 年度）：車道の遮熱性舗装、歩

道の保水性舗装 

・明大通り（H30 年度）：車道の遮熱性舗装、歩道の

保水性舗装 

・一八通り（Ｈ30 年度）：歩道の保水性舗装 

・特別区道千第 135 号（Ｈ30 年度）：車道の透水性舗

装 

・特別区道千第 140 号（Ｈ30 年度）：歩道の保水性舗

装 

・大門通り（H29・30・Ｒ元年度）：歩道の保水性舗装 

・代官町通り（R元年度）：車道の遮熱性舗装・歩道

透水性舗装 

・国会通り（Ｒ元年度）：車道の遮熱性舗装 

◇道路面積の多い千代田区では、道

路舗装構造の工夫による地表面被覆

改善の一層の推進が必要 

○ 
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      ◇人工排熱対策（事業

者向けの助成制度の運

用及び情報の配信）

【再掲】 

 区内の事業所ビルにおける省エネ

ルギー改修の費用の一部を助成 

◇グリーンストック作戦により、着実に事業所の省エ

ネが進んでいる。 

◇省エネルギー改修助成 

 H28 年度：15 件   9,221,000 円 

 H29 年度：26 件 12,140,000 円 

 H30 年度：20 件 11,162,000 円 

◇CO2 削減量：382.01ｔ 

◇ニュースレター配信 

 年 7 回程度 約 240 事業所/回 

◇既築建築物の省エネ改修に関する調査を実施し、省

エネ改修に関する事業者の動機や懸念等を把握 

◇区内気築建築物のエネルギー消費量等のデータベー

スを順次構築 

◇既築建築物の低炭素化を一層推進

する必要がある。 

◇事業者による設備更新の際、環境

配慮よりもコストを優先する傾向が

強いことへの対応の検討が必要 

◇テナントビルでは、大規模な設備

更新を行う場合はテナントとの調整

が困難であるとの意見があり、既存

テナントビルの低炭素化推進策を強

化する必要がある。 

◎ 

      ◇打ち水の実施【再

掲】 

 区内一斉打ち水を 8月 1日（水の

日）に、本庁舎前をはじめ区内全域

で実施。 

◇区内一斉打ち水実績 （本庁舎前は 8月末までの平

日は毎日実施） H27 年度：30 件（本庁舎前 80 名※8

月 1日～31 日の間は延べ 170 名） H28 年度：40 件

（本庁舎前 100 名※同 220 名） H29 年度：35 件（本

庁舎前 80 名※同 218 名） H30 年度：50 件（本庁舎

前 150 名※同 356 名） 

◇打ち水は、啓発の手段としては有

効であるが、実際の温度低減効果や

その継続的な効果は限定的である。

◇啓発を目的としたイベントとして

の打ち水も重要であるが、継続的な

取組みを促す工夫が必要 

○ 

      ◇クールスポットの創

設【再掲】 

 東京 2020 オリンピック・パラリ

ンピック競技大会に向けて、観光客

や区民への暑さ対策として、人々が

涼み憩うクールスポットの創出を促

進し、ヒートアイランド対策及び暑

熱対策を図る。 

◇H29 年度実証実験（ドライ型ミストの設置及び効果

検証） 

・牛込橋交差点周辺 H29.8.1～9.10 

・有楽町駅前広場  H29.7.31～9.24 

・アンケートの結果、9割程度の人が暑熱対策として

有効と回答 

◇H30 年度（夏季の期間にドライ型ミストの設置） 

・和泉公園、芳林公園、神田児童公園、千鳥ヶ淵公

園、有楽町駅前広場 

◇R元年度（夏季の期間にドライ型ミストの設置） 

・和泉公園、芳林公園、神田児童公園、千鳥ヶ淵公園 

・有楽町駅前は、地元団体が都補助金を活用して自主

的に設置 

◇H30 年度～R元年度の間、ヒートアイランド対策助

成にドライ型ミスト設置経費助成拡充（10/10 1,000

万円上限） 

 

◇地球温暖化とヒートアイランド現

象の深刻化に伴い、さらなるクール

スポットの創出が必要 

○ 
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      ◇緑の実態調査・熱分

布調査【再掲】 

 区内全域における緑被の割合や熱

分布の実態を把握するため、H30 年

度に、H22 年度に引き続き、緑被の

推移や緑と熱分布の関連性などの調

査を実施（H22 年度以前は、H15 年

度、H7 年度に実施（H7 年度は緑被

調査のみ）） 

◇緑被率 

 H30：23.22％ 2,707,600 ㎡（270.76ha） 

 H22：21.04％ 2,499,100 ㎡（244.91ha） 

 H15：20.36％ 2,369,600 ㎡（236.96ha） 

 H 7：19.10％ 2,220,000 ㎡（222ha） 

◇緑被率は一貫して増加傾向にある。 

◇熱分布に関し、千代田区は皇居や北の丸公園などの

大規模な緑が存在する地域はそれ以外の地域と比べて

低温であったとの結果が出ており、緑と熱分布に相関

関係があることが分かっている。 

◇緑被率は増加傾向にあるが、区内

における緑の偏在が顕著であり、今

後、地域の特性に応じた緑化推進策

の検討が必要である。 

◇地域によっては、緑の創出が困難

なところもあるため、効果的な手法

を検討する必要がある。 

◇今後の対策の検討に当たっては、

熱分布の詳細を調査のうえ、きめ細

かく原因分析し、地域の状況に応じ

た個別具体の対策を検討することが

望ましい。 

○ 

      ◇ヒートアイランド対

策計画の義務付け【再

掲】 

 建築物環境計画書制度及び事前協

議制度の中で、延べ床面積 300 ㎡以

上の新築または増改築に際し、ヒー

トアイランド対策に関する取組みの

計画を提出してもらい協議してい

る。 

【計画内容（抜粋）】 

・省 CO2 建築手法 

・省 CO2 設備手法 

・敷地と建物の被覆対策 など 

◇建築物環境計画書件数（延床 300～5000 ㎡以下） 

H30 年度：63 件 H29 年度：71 件 H28 年度：34 件 

◇大規模特定建築物環境評価書件数（延床 5000 ㎡

超）⇒東京都に届出だが、区にも提出 

H30 年度：8件 H29 年度：14 件 H28 年度：13 件 

◇事前協議物件数 

H30 年度：111 件 H29 年度：156 件 H28 年度：60 件 

◇ヒートアイランド対策の中には、

事業者に直接のメリットとならない

ものもあるため、ヒートアイランド

現象の緩和の必要性に対する理解の

促進を図り、多くの事業者の理解と

協力を得る必要がある。 

○ 

    50 区民体感型の「（仮称）涼風の道」整備促進（6-1 の再掲） ○ 

      ◇（仮称）涼風の道の

整備【再掲】 

 緑陰や舗装方法の工夫、ドライ型

ミストなどを組み合わせ、夏季でも

快適に歩くことができる道を整備す

る。 

◇R元年度：代官町通りに遮熱性舗装を実施 

◇R2 年度：千鳥ヶ淵緑道の一部に夏季の期間ドライ

型ミストを設置し、もともとの豊かな緑による緑陰と

の相乗効果による快適な道を目指す。 

◇千鳥ヶ淵緑道に接続する九段坂公園の一部にも夏季

の期間ドライ型ミストを設置予定 

◇靖国通り（九段坂）は東京 2020 オリンピック・パ

ラリンピック競技大会に向け、東京都により遮熱性舗

装が実施済み。 

◇内濠通り（区役所前）は、今後東京都により遮熱性

舗装が実施される予定 

◇区及び東京都のそれぞれの取組みにより、北の丸公

園を囲む形で複数のヒートアイランド対策を実施（涼

風の道は、代官町通りと千鳥ヶ淵緑道とした。） 

◇涼風の道で採用した方法のうち効

果的なものは、他の区道等にも実施

していく必要がある。 

○ 
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    51 都市緑地の多面的な機能の創出 ○ 

      ◇緑化指導・緑化推進

（被覆対策）【再掲】 

 緑化指導要綱に基づき、公共施設

のすべて及び敷地面積 250 ㎡以上の

民間建築物の建築行為に対し、敷地

面積から建築面積を除いた面積の 2

割以上、屋上面積の 2割以上、接道

部については敷地面積に応じて接道

部分の 2割から 8割までの割合以上

の緑化を要請している。また、緑化

指導要綱の基準を超える緑化（敷地

内緑化、屋上緑化等）については、

ヒートアイランド対策助成制度によ

り必要な費用の一部を助成してい

る。 

◇緑化指導実績（緑化計画書件数/緑地創出面積） 

 H27 年度：37 件/6,274 ㎡ 

 H28 年度：72 件/18,857 ㎡ 

 H29 年度：47 件/7,550 ㎡ 

 H30 年度：46 件/3,196 ㎡ 

◇緑化指導は、鉄道高架下の物件など緑化不能な案件

を除き、基準を満足した緑化ができている。 

◇ヒートアイランド対策助成（件数/助成額）※緑化

以外の実績を含む。 

 H27 年度：23 件/5,782 千円 

 H28 年度：11 件/1,375 千円 

 H29 年度：10 件/869 千円 

 H30 年度：9件/20,638 千円（ドライ型ミスト設置

助成 18,409 千円） 

◇緑化指導を 20 年以上継続してきた

結果、建築時の緑化が推進され、ヒ

ートアイランド対策助成の緑化に対

する助成（緑化指導要綱の基準を超

える緑化を行った場合が対象）の利

用が少なくなっていると推察され

る。（年間 0～3件程度） 

◇緑化の推進に当たっては、生物多

様性に配慮した植物の植栽が必要で

ある。 

○ 

      ◇市民緑地認定制度の

創設 

 千代田区における緑の偏在等を是

正するとともに、区部における重要

な緑の拠点である皇居周辺の緑のネ

ットワークの展開を推進し、併せて

公開空地等を都市における貴重な公

共空間として良好に維持・管理し、

適切な利活用を図ることを目的とし

て、都市緑地法に基づく市民緑地認

定制をを活用する。 

 市民緑地を適切かつ継続的・安定

的に維持・管理することができる法

人を指定し、緑の偏在の解消や、地

域特性を踏まえた緑化、緑の活用を

推進する。 

◇H30 年度:緑の基本計画の一部事項追加（緑化重点

地区の指定等）を行うとともに、「千代田区緑地保

全・緑化推進法人の指定等に関する要綱」及び「千代

田区市民緑地設置管理計画の認定に関する要綱」を策

定。 

◇R元年度:千代田区市民緑地設置管理計画の申請及

び認定に関する取扱い基準を制定するとともに、市民

緑地設置管理計画の認定を１件、緑地保全・緑化推進

法人（みどり法人）の指定を１件行った。 

◇市民緑地認定制度が、企業等の民

間主体が保有する空地を活用して公

園と同等の空間を創出する仕組みで

あり、地方公共団体が自ら都市公園

を整備し、維持管理する手法の代替

策であること、区が設置管理主体を

「緑地保全・緑化推進法人（みどり

法人）」として認定することにより、

当該法人が固定資産税・都市計画税

の軽減措置を受けられることなどを

踏まえ、公共性の確保を念頭に適切

かつ効果的な制度運用を図る必要が

ある。また、都心部における緑のあ

り方や事業認定の考え方等について

一層の検討を行う必要がある。 

○ 

    52 区民がクールシェアできる空間の整備  ◎ 

      ◇ひと涼みスポットの

設置 

 区有施設において、クールダウン

することができる「ひと涼みスポッ

ト」を設置する。 

 「ひと涼みスポット」とは、暑さ

による体力の消耗や熱中症を予防す

るために、冷房の効いた区内の施設

や協力店舗等を活用して休憩や水分

補給ができる場所をいう。 

◇R元年度設置数 

 区有施設 22 箇所、協力店舗等 13 か所 

◇ひと涼みスポットマップを作成して配布するととも

に、ひと涼みスポットにはのぼりやポスターで休憩や

水分補給できることを表示している。 

◇地球温暖化地域推進計画上は区有施設に限定してい

るが、所管所属では民間の協力店舗を開拓するなど深

堀実施している。 

  ◎ 
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      ◇クールスポットの創

設【再掲】 

 東京 2020 オリンピック・パラリ

ンピック競技大会に向けて、観光客

や区民への暑さ対策として、人々が

涼み憩うクールスポットの創出を促

進し、ヒートアイランド対策及び暑

熱対策を図る。 

◇H29 年度実証実験（ドライ型ミストの設置及び効果

検証）  

・牛込橋交差点周辺 H29.8.1～9.10  

・有楽町駅前広場  H29.7.31～9.24  

・アンケートの結果、9割程度の人が暑熱対策として

有効と回答 

◇H30 年度（夏季の期間にドライ型ミストの設置）  

・和泉公園、芳林公園、神田児童公園、千鳥ヶ淵公

園、有楽町駅前広場 

◇R元年度（夏季の期間にドライ型ミストの設置）  

・和泉公園、芳林公園、神田児童公園、千鳥ヶ淵公園  

・有楽町駅前は、地元団体が都補助金を活用して自主

的に設置 

◇H30 年度～R元年度の間、ヒートアイランド対策助

成にドライ型ミスト設置経費助成拡充（10/10 1,000

万円上限） 

◇地球温暖化とヒートアイランド現

象の深刻化に伴い、さらなるクール

スポットの創出が必要 

○ 

  7-5 地球温暖化対策の進行に備えた対策の推進 

    53 熱中症予防対策 ◎ 

      ◇ひと涼みスポットの

設置【再掲】 

 区有施設において、クールダウン

することができる「ひと涼みスポッ

ト」を設置する。 

 「ひと涼みスポット」とは、暑さ

による体力の消耗や熱中症を予防す

るために、冷房の効いた区内の施設

や協力店舗等を活用して休憩や水分

補給ができる場所をいう。 

◇R元年度設置数 

 区有施設 22 箇所、協力店舗等 13 か所 

◇ひと涼みスポットマップを作成して配布するととも

に、ひと涼みスポットにはのぼりやポスターで休憩や

水分補給できることを表示している。 

◇地球温暖化地域推進計画上は区有施設に限定してい

るが、所管所属では民間の協力店舗を開拓するなど深

堀実施している。 

  ◎ 

      ◇高齢者のみ世帯に対

する個別助言・体調確

認 

 民生・児童委員や町会の協力を得

て、地域の高齢者や障害者の見守り

や声掛けを行うとともに、10 年以

上前から介護保険サービスを利用し

ていない 85 歳以上の高齢者のみで

暮らしている世帯を対象に保健師や

看護師、出張所の職員が個別に訪問

し、熱中症の正しい知識と対処方法

の助言、体調確認を実施 

◇地球温暖化対策地域推進計画外の追加の取組み 

◇令和元年 7月 1日から 9月末日までの間、千代田区

内３消防署において救急搬送された区民を 5名と極め

て少ない人数に留めることができた。 

  ◎ 
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      ◇安全・安心メールに

よる注意喚起 

 地震気象情報・防災行政無線の放

送内容・災害や国民保護に関する情

報・不審者等の子どもの安全に関す

る情報等をあらかじめ登録した携帯

電話やスマートフォン、パソコン等

に電子メールでお知らせするメール

配信サービスを実施 

◇熱中症に関するメール配信実績 

 H27 年度：危険情報 14 回、注意報 1 回 

 H28 年度：危険情報 1 回、注意報 2 回 

 H29 年度：危険情報 5 回、厳重警戒情報 10 回 

 H30 年度：危険情報 20 回、厳重警戒情報 37 回 

  ○ 

    54 区民がクールシェアできる空間の整備（7-4 の再掲） ◎ 

      ◇ひと涼みスポットの

設置【再掲】 

 区有施設において、クールダウン

することができる「ひと涼みスポッ

ト」を設置する。 

 「ひと涼みスポット」とは、暑さ

による体力の消耗や熱中症を予防す

るために、冷房の効いた区内の施設

や協力店舗等を活用して休憩や水分

補給ができる場所をいう。 

◇R元年度設置数 

 区有施設 22 箇所、協力店舗等 13 か所 

◇ひと涼みスポットマップを作成して配布するととも

に、ひと涼みスポットにはのぼりやポスターで休憩や

水分補給できることを表示している。 

◇地球温暖化地域推進計画上は区有施設に限定してい

るが、所管所属では民間の協力店舗を開拓するなど深

堀実施している。 

  ◎ 

      ◇クールスポットの創

設【再掲】 

 東京 2020 オリンピック・パラリ

ンピック競技大会に向けて、観光客

や区民への暑さ対策として、人々が

涼み憩うクールスポットの創出を促

進し、ヒートアイランド対策及び暑

熱対策を図る。 

◇H29 年度実証実験（ドライ型ミストの設置及び効果

検証） 

・牛込橋交差点周辺 H29.8.1～9.10  

・有楽町駅前広場  H29.7.31～9.24  

・アンケートの結果、9割程度の人が暑熱対策として

有効と回答 

◇H30 年度（夏季の期間にドライ型ミストの設置）  

・和泉公園、芳林公園、神田児童公園、千鳥ヶ淵公

園、有楽町駅前広場 

◇R元年度（夏季の期間にドライ型ミストの設置）  

・和泉公園、芳林公園、神田児童公園、千鳥ヶ淵公園  

・有楽町駅前は、地元団体が都補助金を活用して自主

的に設置 

◇H30 年度～R元年度の間、ヒートアイランド対策助

成にドライ型ミスト設置経費助成拡充（10/10 1,000

万円上限） 

◇地球温暖化とヒートアイランド現

象の深刻化に伴い、さらなるクール

スポットの創出が必要 

○ 
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  7-6 連携・協働のための体制づくりの推進 

    55 （仮称）環境対策基金の創設 ○ 

      ◇環境対策基金の創設  区内の生活環境の向上に貢献する

とともに、条例及び地球温暖化対策

地域推進計画に定める目標達成に向

け、施策推進の実効性を財政面から

サポートするために環境対策基金を

創設する。 

◇H27 年度 環境対策基金を創設 

◇H30 年度決算における基金残高 6,910,243,620 円 

◇建築物の省エネ推進、ヒートアイランド対策等の財

源として活用 

（平成 30 年度繰入事業） 

・ヒートアイランド対策の推進 40,929,443 円 

・地球温暖化対策 64,904,352 円    

・（仮称）エコセンターの整備 4,525,800 円 

・街路灯維持管理 22,680,000 円 

・低炭素電力の調達 20,000,000 円 

◇今後の地球温暖化対策や気候変動

影響に適応するために必要な方策な

どを慎重に見極めつつ、効率的効果

的な財政運営を行っていく必要があ

る。 

○ 

    56 区内大学との連携 ○ 

      ◇大学連携会議の開催  区内大学と温暖化対策の取組み事

例や環境に関する情報等の共有を図

り、温暖化対策の推進を図ってい

る。 

 特に、区内大学の中には大規模な

建築物（校舎等）を有しているケー

スもあり、これらの省エネ推進は区

内 CO2 排出量削減に大きく寄与する

ことから、大学の施設管理部門と連

携会議を開催し、地球温暖化対策の

推進に関する情報共有を行ってい

る。 

◇大学連携会議開催実績 

 H27 年度 H27.7.3（金） 参加 20 名 

 H28 年度 H28.6.29（水） 参加 19 名 

 H29 年度 H29.11.28（火） 参加 11 名 

 H30 年度 H31.2.19（火） 参加 10 名 

◇主な議題 

・大学における環境配慮行動に関する情報共有 

・大学における省エネ改修の推進（区助成制度の紹

介） 

・緑化推進、ヒートアイランド対策 

・特定外来生物等に関する情報提供 

◇会議の開催について、他の大学の取組みを共有でき

る点や共通の課題を抱えていることがわかることが有

意義だという意見がある。 

◇情報共有を具体的な取組みの推進

に転換していく必要がある。 

○ 

      ◇各種イベントにおけ

る連携 

 環境まつりなどのイベントや温暖

化配慮行動事例集、エコめぐりガイ

ドの作成、観察会等におけるパート

講師など、区内大学の研究室や学生

などと協働することを通じて、地球

温暖化対策に関する活動の裾野を拡

げる取組みを進めている。 

◇学生や研究室との協働事例 

・環境まつりにおけるブース出展 

・温暖化配慮行動事例集の作成（取材、記事作成等） 

・エコめぐりガイドの作成（取材、記事作成、エコツ

アー提案等） 

・秋の観察会における講師 

  ○ 
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    57 地球温暖化対策を推進するための体制強化 ○ 

      ◇地球温暖化対策推進

本部による対策推進及

び進行管理 

 地球温暖化対策地域推進計画の施

策・事業の推進及び進行管理を行う

組織として行政機関内に地球温暖化

対策推進本部を設置している。 

◇地球温暖化対策推進本部会議開催実績 

 H27 年度 H27.8.7（金） H27.12.24（木） 

 H28 年度 H28.7.15（金） H28.12.26（月） 

 H29 年度 H29.7.27（木） H29.12.22（金） 

 H30 年度 H30.7.30（月） H31.3.18（月） 

◇主な議題 

・地球温暖化対策推進懇談会議事報告 

・各部の温暖化対策関連事業について 

・各年度 区全体及び区有施設の CO2 排出量について 

・各年度 ＣＥＳ監査及び認証結果について 

・各年度 温暖化配慮行動計画書制度の表彰について 

・各年度 各部の予算編成における温暖化対策関連事

業等 

・地球温暖化対策実行計画（事務事業編）について 

・各年度 区有施設の CO2 排出量について 

  ○ 

      ◇千代田エコシステム

を通じた区民、事業

者、大学等との連携 

 区独自の環境マネジメントシステ

ムである千代田エコシステムを通し

て、区民、事業者及び大学等との連

携推進に取り組んでいる。 

◇区民等のイベント参加者（クラスⅠ）数は堅調に推

移 

◇小売店などの環境配慮宣言（クラスⅡ）は、毎年

40 件程度 

◇CES クラスⅢのサイト数 

平成 30 年度中の参加は 89 サイト・団体等 

うち、区役所が 79 サイト、関係機関が３団体、一般

の事業者は７社 

◇クラスⅢについて 

・環境省のエコアクション 21 等と競

合しており、区独自の環境マネジメ

ントシステムの普及が進んでいな

い。 

・環境マネジメントシステムの有用

性の理解促進ができていない。 

・千代田エコシステムの認証取得の

メリットがない。 

△ 

      ◇地球温暖化対策推進

懇談会、CES 推進協議

会、大学、事業者、

NPO 等との連携推進 

 区の地球温暖化対策の改善、施策

提案等に関すること、区民や事業者

の優良な温暖化配慮行動の審査・選

定に関すること、その他区の地球温

暖化対策に関し協議するため、区

民、事業者、地球温暖化対策に関す

る有識者等からなる地球温暖化対策

推進懇談会を設置している。 

◇地球温暖化対策推進懇談会開催実績 

 H27 年度 H27.7.7 H27.12.7 

 H28 年度 H28.7.6 H28.12.19 

 H29 年度 H29.8.2 H29.12.19 

 H30 年度 H31.1.10 

◇主な議題 

 ・地球温暖化対策地域推進計画の実施状況 

 ・温暖化配慮行動計画書制度における表彰事業所 

 ・地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

 ・地球温暖化対策の取組みの検証実施について 

◇R元年の懇談会では、地球温暖化対策の検証、検討

及び地域気候変動適応計画の策定に向け、検討部会を

設置することとした。 

◇懇談会内では多様な立場の方の意

見交換等がなされているが、懇談会

外では特筆すべき連携ができていな

い。 

○ 
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    58 千代田区地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の推進 ○ 

      ◇地球温暖化対策実行

計画（事務事業編）に

よる省エネ化推進【再

掲】 

 区の事務事業に関し、自ら率先し

て温暖化対策に取り組むため、実行

計画（事務事業編）を策定してい

る。 

 現行の第 4次実行計画は、平成

30 年 3 月に策定し、令和 4年度ま

でに平成 27 年度比で CO2 排出量を

33.3％（4,081t）削減することを目

標に掲げ、4つの削減シナリオを設

定している。 

◇削減シナリオ 

１ 区有施設・設備等における省エ

ネルギー等の推進（1,204t） 

２ 庁舎・施設管理における省エネ

ルギー等の推進（814t） 

３ 低炭素エネルギー供給の導入拡

大（2,063t） 

４ その他の削減対策の推進（－） 

  地方からの再生可能エネルギー

由来の電力調達に関する調査など 

◇第 3次実行計画（事務事業編）に基づく CO2 排出量

削減量 

基準年度：H22 年度 排出量：14,436ｔ 

計画目標：H29 年度に 10,278ｔ以下（▲4,776ｔ、▲

28.8％） 

実績：H29 年度 排出量：11,703ｔ（▲2,734t、▲

18.9％） 

 

◇第 4次実行計画（事務事業編）に基づく取組み 

・「区有施設の新築等における環境・温暖化対策ガイ

ドライン」に基づく施設整備の継続 

【例】 

《H28 麹町保育園》LED 照明、太陽光発電設備（3ｋW)

全熱交換機、コージェネレーション（9.9ｋW)、断熱

吹付及び Low-E ガラス、雨水利用、地中熱利用、屋上

緑化 

《H28 区営東松下町住宅》LED 照明、太陽光発電設備

（5ｋW)全熱交換機、断熱吹付及び Low-E ガラス、雨

水利用 

《H30 九段小学校》LED 照明、太陽光発電、全熱交換

機、コージェネレーション、断熱吹付及び Low-E ガラ

ス、雨水利用 

・施設の特性に応じた CO2 排出量削減目標管理開始

（R元年度） 

・R2 年度よりエコチューニング実施予定（2施設） 

・低炭素エネルギー（排出係数の低い電力）の導入拡

大（H30 年度から） 

・街路灯の LED 化の推進（H30 年度から） 

・森林整備協定に基づくカーボンオフセットの継続 

◇第 4次事項計画（事務事業編）では、低炭素エネル

ギーの導入拡大による CO2 削減効果が大きい。その他

の事業もおおむね順調に進捗している。 

◇街路灯の LED 化を加速させる必要

がある。 

◇地方からの再生可能エネルギー由

来の電力調達に当たり排出係数が高

い場合があり、必ずしも区有施設の

CO2 排出量削減に寄与しない。 

○ 
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３ 区内の新築建物・既存建物別の割合について 

千代田区の建築物のストックの総延床面積は増加傾向にある一方、棟数は減少傾向にある。つまり、

1棟当たりの延床面積は増加傾向にあり、建築物が大規模化している。詳細は下図及び下表のとおり。 

 

 

 

年 課税棟数 課税床面積 
1 棟当たり 

課税床面積 

木造 

棟数 

非木造 

棟数 

木造 

課税床面積 

非木造 

課税床面積 
 （棟） （㎡） （㎡/棟） （棟） （棟） （㎡） （㎡） 

平成 29 年 11,627 23,525,713 2,023 1,731 9,896 150,173 23,375,540 

平成 28 年 10,292 23,490,071 2,282 1,775 8,517 159,895 23,330,176 

平成 27 年 10,403 23,208,913 2,231 1,834 8,569 165,129 23,043,784 

平成 26 年 10,480 22,304,898 2,128 1,899 8,581 171,307 22,133,591 

平成 25 年 10,605 22,118,815 2,086 1,964 8,641 177,820 21,940,995 

平成 24 年 10,721 22,343,057 2,084 2,015 8,706 181,758 22,161,299 

平成 23 年 10,820 22,152,163 2,047 2,079 8,741 187,913 21,964,250 

平成 22 年 10,924 22,072,487 2,021 2,172 8,752 193,171 21,879,316 

平成 21 年 11,323 21,861,850 1,931 2,560 8,763 201,672 21,660,178 

平成 20 年 13,039 21,668,240 1,662 2,646 10,393 240,134 21,428,106 

平均 11,023 22,474,621 2,050 2,068 8,956 182,897 22,291,724 

図表 千代田区の課税床面積・棟数の推移 
出典：東京都税務統計年報を基に作成  
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近年の新築建物の棟数や延床面積は下表のとおり。新築1棟当たりの延床面積は平均4,331㎡であり、

ストック全体の平均 2,050 ㎡/棟を大きく上回っている。 

さらに、前述のように課税棟数が減少傾向にあることから、区内の建物の建て替えに伴い、建築物の

大規模化が進んでいると推測される。 

 

表 区内の課税棟数・床面積の増減と新築建物棟数・床面積の推移 

年 課税棟数増減 課税床面積増減 新築棟数 新築延床面積 
新築 1棟当たりの

延床面積 
 （棟） （㎡） （棟） （㎡） （㎡/棟） 

平成 29 年 1,335 35,642 165 814,484 4,936 

平成 28 年 -111 281,158 206 965,802 4,688 

平成 27 年 -77 904,015 166 585,214 3,525 

平成 26 年 -125 186,083 201 738,773 3,675 

平成 25 年 -116 -224,242 161 395,364 2,456 

平成 24 年 -99 190,894 165 542,290 3,287 

平成 23 年 -104 79,676 178 891,429 5,008 

平成 22 年 -399 210,637 161 1,059,334 6,580 

平成 21 年 -1,716 193,610 157 764,125 4,867 

平均 -157 206,386 173 750,757 4,331 
出典：東京都税務統計年報、東京都都市整備局市街地建築部建築企画課を基に作成 

 

また、区内の総延床面積が増加しているにも関わらず、エネルギー消費量は減少している。省エネル

ギーが進んでいる要因として、各種設備の性能向上はもちろん、古い建物の建て替え、建築物の大規模

化による高効率化の進展が考えられる。そのため、建物の建て替えや大規模化は省エネルギーを通じて

CO2排出量の低減に寄与していると考えられる。 

 

 

図 千代田区の民生部門（業務＋家庭）の床面積当たりエネルギー消費量の推移 

出典：オール東京 62 市区町村共同事業提供資料、東京都税務統計年報をもとに試算  
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千代田区の建築物のストックに対する 1 年の新築棟数の割合は平均 1.6％であり、新築床面積の割合

は平均 3.3％である。今後も建物の更新率が大きく変動しなければ、30年間～62年間で建築物のストッ

クがすべて更新される結果となる。 

一方、上記の更新率は平成 20年～平成 29年の過去のデータを用いて計算しており、今後については、 

 建築物の長寿命化 

 住宅用建物における寿命の長い共同住宅の割合の増加／（寿命の短い戸建ての割合の低下） 

 長期的には全国の人口減少による建物需要の減少 

が考えられ、更新率が低下していく可能性がある。そのため、建築物のストックの更新期間はより長

くなる可能性がある。 

 

断熱性能・省エネ性能の低い古い建物が、断熱性能・省エネ性能の高い建物に更新されることで、建

築物における CO2排出量の大幅な削減が可能になると考えられる。 

 

表 新築建物棟数・面積の課税建物棟数・面積に対する割合 

年 
棟数割合 

（棟数） 

面積割合 

（面積） 

平成 29 年 1.4% 3.5% 

平成 28 年 2.0% 4.1% 

平成 27 年 1.6% 2.5% 

平成 26 年 1.9% 3.3% 

平成 25 年 1.5% 1.8% 

平成 24 年 1.5% 2.4% 

平成 23 年 1.6% 4.0% 

平成 22 年 1.5% 4.8% 

平成 21 年 1.4% 3.5% 

平均 1.6% 3.3% 
※着工から竣工までを約１年と仮定（RC 造は階数＋３か月、平均８～９階建の業務ビルやマンションと想定） 
出典：東京都税務統計年報、都都市整備局市街地建築部建築企画課 

 

 

４ 企業等の民間の取組みの現状把握について 

（１）千代田区温暖化配慮行動計画書制度における報告書結果 

区では、事業所が取り組んでいる従業員の環境教育、環境活動及び地域貢献等の温暖化配慮行動の実

施状況について、「計画書兼報告書」の提出を求め（義務提出：従業員 300 人以上、任意提出：従業員

300 人未満）、その状況や優良な取組みを公表・表彰することにより、事業所の温暖化配慮行動の促進や

優良な取組みの普及を図っている。 

令和元年度の報告書の結果概要は以下のとおり。 
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■取組み体制■ 提出事業所数：270事業所（令和元年12月末日現在）

１．温暖化配慮行動の取組み体制 * グラフ中の数値は事業所数を示す。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

59

59

1

142

125

211

211

269

128

145

0

0

0

0

0

該当 その他（該当せず） 不明

1.環境マネジメントシステムの導入（ISO、ＣＥＳ（千代田エコシステム）、独自のマネジメントシステムなど）

2.事業所内に温暖化対策を統括する専門部署（環境対策室、ＣＳＲ担当係等）を設置して温暖化対策を実施

3．当該年度を含む過去3年以内に環境法令違反をした

4.特に体制は整備していない

5.その他
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■取組みの実施と計画 提出事業所数：270事業所（令和元年12月末日現在）

２．温暖化配慮行動の実施状況 * H30は平成30年度実績、(R１)は令和元年度計画を示す。

（１）省エネルギー・省資源へ向けた取組み * グラフ中の数値は事業所数を示す。
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3

2
1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

41

35

161

160

145

143

218

214

180

174

223

212

136

129

114

105

154

153

57

53

33

28

41

37

36

34

35

34

41

45

45

41

35

32

20

17

133

139

56

60

71

75

14

18

47

50

4

8

78

88

104

113

70

74

39

43

20

22

13

15

2

4

8

12

2

5

11

12

17

20

26

26

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

全部署で実施 一部部署で実施 未実施 実施対象外 不明

1.電気・ガス・水道等使用量の削減目標を設置

2.紙使用量の削減目標を設置

3.毎月のエネルギーや紙の使用量を従業員に示すなど、「見える化」による配慮行動を促進

4.文書等のデータ化によるペーパーレス化を促進

5.ノー残業デーの実施

6.節電の推進（例：昼休みの消灯や終業後の自動消灯）

7.グリーン購入の促進

8.公共交通機関や自転車の利用促進

9.使い捨て紙コップやペーパータオル等の使い捨て商品の導入禁止（事務用品以外）
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提出事業所数：270事業所（令和元年12月末日現在）

* H30は平成30年度実績、(R１)は令和元年度計画を示す。

（２）従業員に対する環境教育 * グラフ中の数値は事業所数を示す。
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H30
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H30
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H30

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

136

131

52

48

182

180

79

69

179

175

70

67

138

132

19

18

16

15

15

12

19

16

34

32

85

82

47

39

102

104

177

178

67

70

156

166

51

55

101

104

77

89

13

17

25

29

6

8

16

19

6

8

14

17

8

10

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

全部署で実施 一部部署で実施 未実施 実施対象外 不明

10.社内研修等で従業員への環境教育を実施

16.環境活動やボランティア活動への助成や休暇制度の導入

11.他機関が実施する環境セミナー等へ参加を促進

12.環境関連記事や冊子等の配布、回覧及びポスターの掲示等による、従業員の環境配慮意識の啓発

13.環境e-ラーニングの実施

14.環境報告書・ＣＳＲ報告書などにより、社内及び対外的に環境への取組みを周知・公表

15.環境関連資格等取得や環境学習に取組む従業員に対する、報奨制度や人事考課への反映
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提出事業所数：270事業所（令和元年12月末日現在）

* H30は平成30年度実績、(R１)は令和元年度計画を示す。

（３）地域に貢献する取組み　 * グラフ中の数値は事業所数を示す。

6
5

4
3

2
1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

(R１)

H30

87

84

26

24

101

98

30

27

101

100

48

47

17

16

48

47

19

19

46

44

117

119

161

162

104

105

194

194

106

106

18

20

66

68

17

20

27

30

17

20

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

全部署で実施 一部部署で実施 未実施 実施対象外 不明

17.区内の町会、商店会等が実施する地域行事等に参加・協力（打ち水・一斉清掃など）

18.区内外で環境パンフレットの配布等を行い、区民や企業に対して意識啓発を実施

19.区内外で環境関連イベントや植樹事業等を主催又は参加

20.屋上庭園の公開や、緑のカーテン等による壁面緑化の実施

21.環境出前授業や、学生のインターンの受け入れなど、次世代育成への取組み
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（２）その他制度の現状把握 

RE100、CDP、SBT やクールチョイス等のイニシアティブに加盟・賛同している区内事業者、都の総量

削減義務と排出量取引制度（キャップ＆トレード制度）（大規模事業所）と地球温暖化対策報告書制度

（中小規模事業所）の対象事業所に関する定性的・定量的データを整理した。 

 

表 地球温暖化対策に関する国際イニシアティブの概要 

名称 主体 取組み内容 国内の状況 

RE100 （ Renewable 

Energy 100%） 

 

クライメイ

ト・グループ

（イギリスの

NGO）が CDP

とのパートナ

ーシップの下

で主催（2014

年） 

事業に必要な電力を 100%再生可能エネ

ルギーで調達することを目標に掲げる企

業が参加。100%再生可能エネルギーを目指

す都市・地域のネットワークであるGlobal 

100%RE という取組も存在する。 

※その他 EP100（エネルギー効率）、EV100

（電気自動車）がある。 

2019 年 12 月 19

日現在、全世界

で 221 社が加

盟。そのうち日

本企業は 30 社 

CDP（旧カーボン・デ

ィスクロージャー・

プロジェクト） 

 

国際的な非営

利団体（2000

年、イギリス

で設立） 

企業や政府・自治体に対し、気候変動・

水・森林に関する標準化された質問書を毎

年送付し、回答を要請することを通じて、

機関投資家と協働しながら、企業が環境影

響に関する情報開示を行い、その影響の管

理を促進。加えて、企業だけではなく 500

を超える都市等も情報開示を行う。 

2019 年の回答率

は 63％

（316/500 社） 

日本の Aリスト

企業数は 38 社で

世界一（全世界

で 179 社が Aリ

ストに選定） 

SBT（Science Based 

Targets） 

 

WWF、CDP、

WRI、国連グ

ローバルコン

パクトによる

共同イニシア

ティブ（2015

年） 

パリ協定に定められている「2℃目標」

に向けて、科学的知見と整合した削減目標

（総量削減/部門別脱炭素化アプローチ）

を設定した企業を認定する。 

2020 年 1月現

在、認定取得済

みは日本企業が

60 社（全世界で

324 社）、設定コ

ミット中は日本

企業が 24社（全

世界で 449 社）。 

 

ア RE100 関係 

RE100 加盟企業は、事業に必要な電力を 100％再生可能エネルギーで調達することを目標に掲げてい

る。そのため、区内の使用電力の脱炭素化への貢献が期待できる。 

ただし、区内における各企業の電力使用量を把握していないため、区内の排出量削減効果の定量化は

困難である。 
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表 国内の RE100 加盟企業と目標設定状況一覧 

加盟順 加盟年月 企業名 
千代田区内の拠

点の有無 

電力調達における再エネ割合の目標 

2025

年 

2030

年 
2035 年 

2040

年 

2050

年 

1 2017 年 4月 リコー ○丸の内 1-6-5 
 

30% 
  

100% 

2 2017 年 10 月 積水ハウス工業 × 
 

50% 
 

100% 
 

3 2017 年 11 月 アスクル × 80% 100% 
   

4 2018 年 3月 大和ハウス ○飯田橋 3-13-

1 

   
100% 

 

5 2018 年 3月 ワタミ ○飲食店数件 
  

50% 100% 
 

6 2018 年 3月 イオン ○子会社「まい

ばすけっと」の

店舗数件 

  
50% 

 
100% 

7 2018 年 5月 城南信用金庫 ○支店数件 
 

50% 
  

100% 

8 2018 年 7月 丸井グループ ○有楽町マルイ 70% 100% 
   

9 2018 年 7月 富士通 ○オフィス等数

件 

 
40% 

  
100% 

10 2018 年 7月 エンビプロ・ホー

ルディングス 

× 
    

100% 

11 2018 年 9月 ソニー △子会社オフィ

スあり 

 
30% 

 
100% 

 

12 2018 年 9月 芙蓉総合リース ○神田三崎町

3-3-23 

 
50% 

  
100% 

13 2018 年 10 月 コープさっぽろ × 
 

60% 
 

100% 
 

14 2019 年 1月 戸田建設 × 
   

50% 100% 

15 2019 年 2月 コニカミノルタ ○丸の内 2-7-2 
    

100% 

16 2019 年 2月 大東建託 × 
   

100% 
 

17 2019 年 2月 野村総合研究所 ○大手町 1-9-2 
 

30% 
  

100% 

18 2019 年 4月 東急不動産 △子会社オフィ

スあり 

    
100% 

19 2019 年 4月 富士フイルムホ

ールディングス 

○店舗（丸の内

2-1-1） 

 
50% 

  
100% 

20 2019 年 7月 アセットマネジ

メント one 

○丸の内 1-8-2 
    

100% 

21 2019 年 8月 第一生命保険 ○有楽町 1-13-

1 

    
100% 

22 2019 年 8月 パナソニック ○オフィス、店

舗数件 

    
100% 

23 2019 年 9月 旭化成ホームズ ○神田神保町

1-105 

  
100% 

(2038 年) 

  

24 2019 年 10 月 高島屋 ○店舗数件 
    

100% 

25 2019 年 10 月 フジクラ × 
   

90% 100% 

26 2019 年 10 月 東急 △子会社ホテル

あり 

    
100% 

27 2019 年 11 月 ヒューリック × 100% 
    

28 2019 年 11 月 LIXIL グループ × 
    

100% 

29 2019 年 12 月 安藤・間 × 
 

80% 
  

100% 

30 2019 年 12 月 楽天 △子会社拠点あ

り 

100% 
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イ CDP 関係 

日本国内では 316 社が CDP の質問書に回答し、その内 38 社が地球温暖化対策について「A リスト」

（優良事業者）に掲載されている。各企業の質問書の個別回答を閲覧できる。質問書では温室効果ガス

排出量、削減目標や地球温暖化対策の取組みなどが掲載されている。ただし、その内の千代田区内の排

出量や取組みを区別できないため、区内の削減効果の定量化が困難である。 

 

表 CDP の気候変動 Aリストの日本企業一覧（38社） 

 

 

 

出典：CDP ホームページ  

https://www.cdp.net/en/companies/companies-scores#446647786929955804cc9a3a08ef1eb4
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ウ SBT 関係 

SBT イニシアティブでは、パリ協定に定められている「2℃目標」に向けて、科学的知見と整合した削

減目標を設定した企業を認定している。SBT 認定を取得した日本企業一覧及びその削減目標は下図のと

おり。 

RE100 及び CDP の取組み同様、区内における各企業の温室効果ガス排出量を把握していないため、区

内における排出量削減効果の定量化は困難である。 

 

 
図 SBT 認定取得済みの日本企業一覧 

出典：環境省資料より引用（2020 年 1 月） 

 

 

図 SBT 認定取得済みの日本企業の削減目標一覧（抜粋） 

出典：環境省資料より引用（2020 年 1 月）  

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/intr_trends.html#no07
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/intr_trends.html#no07
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エ 東京都の総量削減義務と排出量取引制度（キャップ＆トレード制度）関係 

東京都は 2002 年 4 月に大規模事業所を対象に温室効果ガスの排出量の算定・報告、目標設定等を求

める「地球温暖化対策計画書制度」を導入し、更に 2005 年からは、削減対策への都の指導・助言及び評

価・公表の仕組みを追加して、事業者の自主的かつ計画的な対策を求めている。 

こうした実績を踏まえ、対策レベルの底上げを図るとともに、都内の CO2 排出総量の削減を実現する

ため、都は、2008 年 7月、環境確保条例を改正し、「温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度」

を導入した。削減義務は、2010 年 4 月から開始された。 

キャップ＆トレード制度は、大規模事業所(前年度の燃料、熱、電気の使用量が、原油換算で年間

1,500kL 以上の事業所)を対象としている。 

 

 

図 キャップ＆トレード制度の対象事業所の総 CO2 排出量の推移 

出典：東京都 HP 

 

キャップ＆トレード制度では対象事業所の温室効果ガス排出量及び削減目標を公表している。千代田

区内ではおおむね 148 事業所が対象となっている。各事業所の目標値や排出量の推移を区内における

CO2 排出量削減の取組みの参考とすることができる。 

 

表 千代田区内のキャップ＆トレード制度対象事業所及び温室効果ガス排出量一覧 

事業所名 主たる用途 

第 2計画期間

における削減

義務率（%） 

排出上限量 

（削減義務

期間合計）

（t-CO2） 

排出量 

2015 年度 

排出量 

2016 年度 

排出量 

2017 年度 

気象庁 事務所 17.0  25,585 4,403 4,124 4,001 

神保町三井ビルディング 事務所 17.0  44,920 6,389 6,791 6,848 

国立国会図書館 文化 17.0  33,780 4,855 4,935 4,775 

警視庁本部庁舎・警察総合庁舎 事務所 17.0  72,800 11,624 11,861 11,407 

総理大臣官邸 事務所 17.0  29,005 4,824 4,761 4,662 

東京逓信病院 医療 13.0  35,915 6,230 6,752 6,697 

参議院 事務所 17.0  50,285 8,452 8,336 8,302 

国立劇場 文化 17.0  14,630 2,887 3,003 2,987 

東京消防庁 本部庁舎 事務所 15.0  20,105 3,020 3,005 2,729 

中央合同庁舎第１号館 事務所 17.0  27,275 4,217 4,284 4,150 

外務省 事務所 17.0  33,895       

衆議院 事務所 17.0  93,575 15,357 15,947 15,550 

ガーデン エア タワー 事務所 17.0  45,795 7,388 7,318 6,950 

https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappyo/press/2019/02/19/12.html
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事業所名 主たる用途 

第 2計画期間

における削減

義務率（%） 

排出上限量 

（削減義務

期間合計）

（t-CO2） 

排出量 

2015 年度 

排出量 

2016 年度 

排出量 

2017 年度 

丸の内オアゾＡ街区 事務所 15.0  105,940 18,954 18,844 18,071 

中央合同庁舎第 6号館 事務所 17.0  74,495 11,008 11,371 11,487 

中央合同庁舎第５号館 事務所 17.0  46,340 7,276 7,308 7,615 

財務省本庁舎 事務所 17.0  44,095 6,255 7,316 6,799 

中央合同庁舎第 2号館 事務所 17.0  59,785 9,544 9,812 9,524 

千代田ファーストビル西館 事務所 17.0  19,180 3,655 3,570 3,260 

丸の内トラストシティ 事務所 17.0  88,345 17,054 17,075 16,867 

日本郵政ビル 事務所 17.0  23,045 3,476 3,515 3,403 

朝日生命大手町ビル 事務所 17.0  19,635 3,110 2,946 3,041 

東京 宝塚ビル 事務所 15.0  19,440 3,781 3,653 3,638 

社会福祉法人 三井記念病院 医療 13.0  44,430 6,407 6,569 6,646 

日本都市センター会館 宿泊 17.0  24,465 3,835 3,747 3,725 

三菱ＵＦＪ銀行 本館 事務所 17.0  56,135 8,319 8,347 8,149 

東京海上日動ビルディング 本

館・新館 
事務所 17.0  53,670 9,507 9,163 8,935 

学校法人 上智学院  四谷キャ

ンパス 
教育 17.0  55,560 9,787 10,270 10,124 

ビックカメラ有楽町店 商業 17.0  33,735 6,829 5,736 5,192 

A ビル 情報通信 17.0  174,560 25,910 27,553   

住友商事竹橋ビル 事務所 17.0  44,065 9,016 8,827 8,537 

有楽町センタービル 商業 17.0  55,760 10,339 10,326 10,223 

霞が関ビル 東京倶楽部ビル 事務所 11.3  100,695 15,688 15,922 16,090 

株式会社国際協力銀行、独立行政

法人国際協力機構、国家公務員共

済組合連合会東京共済会館 

事務所 17.0  34,660 5,754 5,929 5,936 

帝国ホテル東京（本館・帝国ホテ

ルタワー・駐車場ﾋﾞﾙ） 
宿泊 17.0  166,075 32,426 32,143 29,683 

日比谷国際ビル 事務所 15.0  65,420 8,984 8,973 8,978 

新有楽町ビル・有楽町ビル 事務所 17.0  58,060 12,101 12,596 12,522 

新東京ビル 事務所 17.0  59,070 11,679 11,473   

ホテルニューオータニ 宿泊 17.0  247,465 46,571 46,127 45,262 

三井不動産ＴＧスマートエナジー

株式会社 霞が関事業部 

工場その他上記

以外 
17.0  38,795 4,258 4,212 4,061 

大和ハウス工業株式会社 東京本

社 
事務所 17.0  21,900 3,607 3,608 3,331 

丸の内熱供給株式会社 大手町セ

ンター 

工場その他上記

以外 
17.0  339,370 39,955 42,865 43,592 

丸の内熱供給株式会社 内幸町セ

ンター 

工場その他上記

以外 
17.0  88,554 14,256 13,922 14,363 

丸の内熱供給株式会社 丸の内一

丁目・二丁目センター 

工場その他上記

以外 
12.8  220,900 36,213 36,406   

丸の内熱供給株式会社 有楽町セ

ンター 

工場その他上記

以外 
17.0  40,590 7,927 8,338 8,304 

ＤＮタワー２１（第一・農中ビ

ル） 
事務所 17.0  43,800 7,482 7,609 7,267 

学校法人 明治大学 駿河台キャ

ンパス 
教育 17.0  44,425 8,823 8,781 8,626 

大手町ファーストスクエア 事務所 15.0  126,494 19,634 17,979 16,626 

東京電力パワーグリッド株式会社 

本社本館 
事務所 17.0  28,915 4,731 4,701 4,795 

新幸橋ビルディング 事務所 15.0  32,525 2,327 2,526 2,515 

有楽町電気ビル 事務所 17.0  38,610 6,871 6,887 6,714 

パシフィックセンチュリープレイ

ス丸の内 
事務所 17.0  56,535 10,404 10,629 10,383 

東京サンケイビル 事務所 17.0  107,900 13,559 13,311 12,385 
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事業所名 主たる用途 

第 2計画期間

における削減

義務率（%） 

排出上限量 

（削減義務

期間合計）

（t-CO2） 

排出量 

2015 年度 

排出量 

2016 年度 

排出量 

2017 年度 

東京熱供給株式会社 有楽町管理

事務所 

工場その他上記

以外 
17.0  42,710 8,123 8,419 7,956 

東京国際フォーラム 文化 15.0  82,975 15,005 15,060 13,571 

山王パークタワー 事務所 15.0  133,180 21,255 20,938 21,082 

ホテルグランドパレス 宿泊 17.0  31,225 6,540 6,277 6,320 

富国生命本社ビル 事務所 15.0  43,205 7,595 7,336 7,359 

法政大学 富士見校地 教育 17.0  33,548 6,559 6,771 6,886 

山王熱供給株式会社 
工場その他上記

以外 
17.0  49,460 9,231 9,213 9,224 

日本テレビ麹町ビル 事務所 17.0  55,795 4,504 4,187 3,959 

東京ガスエンジニアリングソリュ

ーションズ株式会社  紀尾井町

地域冷暖房センター 

工場その他上記

以外 
17.0  25,020 3,612 3,836 3,748 

三井住友海上駿河台ビル 事務所 17.0  49,065 6,527 6,587 6,422 

みずほ銀行内幸町本部ビル 事務所 17.0  66,960 11,069 10,851 10,628 

ＮＴＴ日比谷ビル 事務所 17.0  30,790 4,259 4,442 4,622 

ＮＴＴコミュニケーションズ 大

手町本館・別館ビル 
情報通信 13.0  326,245 41,093 37,759 34,565 

東宝日比谷ビル 事務所 15.0  45,930 7,967 7,908 7,347 

丸の内ビルディング 
工場その他上記

以外 
17.0  117,265 20,338 20,243 19,465 

日本工業倶楽部会館・三菱ＵＦＪ

信託銀行本店ビル 
事務所 15.0  53,160 9,812 9,762 9,571 

東急不動産赤坂ビル 宿泊 17.0  35,210 6,577 6,666 6,506 

ＫＤＤＩ 大手町ビル 事務所 15.0  83,904 15,109 15,776 16,762 

大手町野村ビル 事務所 15.0  35,765 5,427 5,395 5,323 

帝劇ビル 文化 17.0  18,155 3,360 3,434   

郵船ビルディング 事務所 17.0  28,985 2,820 2,950 3,000 

日本ビル、ＪＦＥ商事ビル 事務所 17.0  71,023 13,164 2,465 7,023 

新大手町ビル 事務所 15.0  34,655 5,759 6,007 6,049 

大手町ビル 事務所 15.0  53,120 9,734 9,700 9,514 

丸の内仲通りビル 事務所 17.0  19,620 3,570 3,527 3,582 

三菱ビル（丸の内二丁目ビル含

む） 
事務所 17.0  54,450 9,928 10,143   

アーバンネット大手町ビル 事務所 15.0  86,740 14,508 13,945 13,565 

パレスサイドビル 事務所 17.0  74,605 13,650 13,139 12,469 

日比谷Ｕ－１ビル 事務所 17.0  21,510 4,377 4,418 4,345 

新お茶の水ビルディング 事務所 17.0  26,885 5,132 5,109 5,046 

NTT1095 ビル 情報通信 13.0  27,188 3,504 3,471 3,336 

ＮＴＴ1096 ビル 情報通信 13.0  36,599 8,629 8,375 8,382 

NTT1097 ビル 情報通信 15.0  109,859 13,862 12,333 11,855 

NTT１１００ビル 情報通信 13.0  74,934 10,069 9,940 10,034 

新霞が関ビルディング 事務所 15.0  19,030 3,169 3,046   

ホテルメトロポリタンエドモント 宿泊 17.0  33,410 5,840 5,630 5,751 

大手センタービル 事務所 15.0  46,970 6,327 4,787 4,694 

東京交通会館ビル 事務所 15.0  35,625 6,706 6,587 6,515 

学術総合センター 事務所 17.0  20,700 3,832 3,615 3,435 

経済産業省総合庁舎 事務所 17.0  38,720 4,992 5,223 5,162 

特許庁 事務所 17.0  59,510 9,320 8,069 7,059 

プルデンシャルタワー 事務所 17.0  31,825 5,828 6,057 5,964 

日本大学（駿河台地区） 教育 13.0  61,916 11,413 11,375 11,145 

ホテルグランドアーク半蔵門 宿泊 17.0  22,665 4,405 4,450 4,649 

秋葉原ダイビル 事務所 17.0  20,920 3,921 3,925 4,032 

東京ビルディング 事務所 15.0  105,325 19,224 18,421 16,830 
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事業所名 主たる用途 

第 2計画期間

における削減

義務率（%） 

排出上限量 

（削減義務

期間合計）

（t-CO2） 

排出量 

2015 年度 

排出量 

2016 年度 

排出量 

2017 年度 

学校法人共立女子学園 神田一ツ

橋キャンパス 
教育 17.0  18,732 3,249 3,678 3,905 

二番町ガーデン 事務所 17.0  21,800 3,936 3,909 3,868 

紀尾井町ビル 事務所 15.0  31,425 3,999 4,628 4,734 

中央合同庁舎第 3号館 事務所 17.0  33,300 5,460 5,350 5,190 

明治安田生命ビル・明治生命館 事務所 8.5  84,460 15,588 15,132 15,244 

秋葉原ＵＤＸ 事務所 12.8  100,600 20,409 19,850 20,051 

東京高等・地方・簡易裁判所 事務所 17.0  41,575 7,157 6,911 7,215 

三菱商事ビルディング 事務所 8.5  25,810 4,362 4,243 4,132 

有楽町駅前ビルディング 商業 17.0  58,568 10,318 10,365 10,217 

北の丸スクエア 事務所 17.0  19,020 3,538 3,610 3,584 

新丸の内ビルディング 事務所 15.0  141,531 28,746 27,713 27,096 

サピアタワー 事務所 8.5  45,285 6,983 6,845   

グラントウキョウノースタワー 事務所 8.5  191,293 32,277 31,476 30,902 

富士ソフト秋葉原ビル 事務所 17.0  39,805 7,984 7,772 7,821 

丸の内中央ビル、東京駅一番街 事務所 17.0  62,625 8,587 8,319   

株式会社 ペニンシュラ東京 宿泊 17.0  48,550 9,717 9,599 9,525 

新国際ビル・国際ビル 事務所 17.0  79,110 15,090 15,068 14,691 

九段第３合同庁舎・千代田区役所

本庁舎 
事務所 17.0  24,945 4,808 5,098   

グラントウキョウサウスタワー 事務所 8.5  69,461 11,671 11,657   

宮内庁，皇宮警察本部 事務所 17.0  22,610 4,234 4,288 4,317 

霞が関コモンゲート(中央合同庁

舎第７号館) 
事務所 17.0  95,849 18,143 18,585 18,362 

日経ビル・JA ビル・経団連会館 事務所 15.0  113,071 18,711 18,746 18,761 

丸の内パークビルディング（三菱

一号館含む） 
事務所 15.0  97,025 17,785 17,791   

ＪＲ東日本東京駅 宿泊 17.0  79,215 16,254 15,376   

三井住友銀行本店ビルディング 事務所 15.0  38,113 6,469 6,509 6,614 

神田駿河台地区熱供給センター 
工場その他上記

以外 
6.0  17,750 3,336 3,327 3,268 

東急キャピトルタワー 宿泊 15.0  50,710 10,010 9,817 9,738 

飯野ビルディング 事務所 4.0  46,765 7,800 7,934 7,922 

みどりコート平河町 事務所 17.0  30,212 4,355 4,369 4,378 

ＪＰタワー 事務所 3.0  83,344 16,893 16,950 16,069 

丸の内永楽ビルディング・三井住

友信託銀行本店ビル・三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行丸の内１丁目ビル 

事務所 6.0  62,450 10,756 10,960   

大手町フィナンシャルシティ 事務所 8.0  111,860 24,503 26,786   

パレスホテル東京・パレスビル 事務所 6.0  65,064 16,204 16,494 16,195 

御茶ノ水ソラシティ 事務所 8.0  34,820 6,475 6,657   

ワテラス 事務所 8.0  30,636 7,141 7,397 7,368 

大手町タワー 事務所 8.0  61,224 20,272 20,838 19,790 

読売新聞ビル 事務所 6.0  20,667 7,412 7,157 6,729 

中央合同庁舎第 8号館 事務所 8.0  14,631 4,257 4,378 4,490 

飯田橋グラン・ブルーム 事務所     9,019 9,439   

三井住友銀行東館 事務所     4,369 5,708 5,718 

日本生命丸の内ガーデンタワー 事務所 8.0  10,714 5,140 5,082 5,103 

大手門タワー・JX ビル 事務所       5,671   

大手町フィナンシャルシティグラ

ンキューブ・宿泊施設棟 
事務所       12,255   

東京ガーデンテラス紀尾井町 事務所       12,399   

テラススクエア 事務所       4,270   

大手町パークビルディング           8,278 
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事業所名 主たる用途 

第 2計画期間

における削減

義務率（%） 

排出上限量 

（削減義務

期間合計）

（t-CO2） 

排出量 

2015 年度 

排出量 

2016 年度 

排出量 

2017 年度 

丸の内センタービルディング・新

丸の内センタービルディング 
事務所       9,776   

ヨドバシ－Akiba ビル 商業     8,885 9,032 8,936 

鉃鋼ビルディング 事務所       6,763   

合計   8,331,984 1,436,901 1,475,540 1,200,686 

 

また、キャップ＆トレード制度では地球温暖化対策の取組みが特に優れた「トップレベル事業所」を

認定・公表している。千代田区内の事業所における取組みを整理し、参考にすることができる。 

 

 
図 キャップ＆トレード制度における「トップレベル事業所」の認定・公表イメージ 
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図 キャップ＆トレード制度における「トップレベル事業所」の事例紹介イメージ 

出典：東京都 HP 

 

オ 東京都の地球温暖化対策報告書制度関係 

中小規模事業者（燃料・熱・電気の使用量を原油に換算した合計の量が、年間 1,500kL 未満の事業所

等）については、東京都の「地球温暖化対策報告書制度」がある。この制度は、都内の全ての中小規模

事業所での地球温暖化対策の底上げを図るため、地球温暖化対策報告書に取り組むことで、二酸化炭素

排出量を把握し、具体的な省エネルギー対策を実施してもらい、実質的に事業活動に伴う二酸化炭素の

排出抑制の推進をしていくことを目的としている。 

区内の報告書提出事業所の温室効果ガス排出量や取組みは公表されており、そのデータを整理し、参

考にすることができる。 

 

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/large_scale/data/index.html
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図 地球温暖化対策報告書の公表イメージ（事業所一覧） 
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図 地球温暖化対策報告書の公表イメージ（個別事業所の詳細） 

出典：東京都 HP 

 

 

http://www8.kankyo.metro.tokyo.jp/ondanka/

